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は じ め に

平成 23 年 3 月 11 日に起きた東日本大地震は，多くの人命，生活基盤の欠失，地域経済の混乱，

放射性物質汚染や残留問題など多大な犠牲をもたらし，その爪痕もまだ回復・修復していないのが現

状です．平成 20 年度の中国産餃子，平成 21 年度の新型インフルエンザ流行に続く今回の健康影響

問題として，ヨウ素，セシウム，ストロンチウムなど放射性物質の大気，陸水，土壌，地下水，海水への

多量流出は，事故以後の膨大な測定データとともに農作物から人体への移行の懸念，生態系への波

及影響，ホットスポットの存在など徐々に明らかとなりつつあります．このような中，岐阜県は直接的な被

災はほとんど無いものの，モニタリングポストでの空間線量率の 24 時間監視，降下物，蛇口水，浄水，

野菜，土壌などのゲルマニウム半導体検出器ガンマ線スペクトル分析など，事故発生直後から緊急検

査を実施しております．牛肉・米を始めとする農産物は安心安全に掛かる精度の高い放射性物質測定

を行い，公的機関として社会に貢献する科学的検査機関の機能を果たしています．

この事以外でも，酸性雨，黄砂，微量粒子状物質等の広域移流による越境汚染の問題，環境中の

ダイオキシン，PCB，内分泌攪乱物質等による子どもや生態系への影響など日本人の食生活と健康へ

の影響，疾病の増加などについて疫学的研究が重要視されています．今後ますますこういった喫緊の

事例が発生することが予測され，迅速に対応するためには組織の強化が重要です．当研究所はこのよ

うな健康危機管理における技術の中核機関として県行政の要望に応えて行くため，得られたデータは

的確に解析し，ニーズに即応した分かりやすい科学技術情報として関係機関に伝えています．しかし，

その一方で地方自治体の厳しい財政事情があり，研究予算の縮減，優秀な人材の確保と育成，機器

設備の老朽化への対応など困難な状況もあります．それには国立研究機関や近隣自治体の試験研究

機関との情報交換や協力体制，また最新技術情報収集に向けたネットワーク構築など，研究環境整備

の充実を効率よく行なわねばなりません．このため，岐阜薬科大学とは教育研究協力に関する協定（連

携大学院方式）をとおして現場ニーズに対応できる研究者の育成や研究ゼミによる最先端情報の導入

を積極的に進めています．環境・衛生分野における最新情報の現場（保健所，民間検査機関，業界団

体等）への普及，技術研修や個別事案に対する技術指導や技術相談，受託研究，出前講演なども引

き続き実施しています．

今後も行政検査，調査研究，疫学情報解析，保健所等への技術支援の４本柱を中心に病原性ウイ

ルス，腸管出血性大腸菌，ノロウイルスによる食中毒や新興感染症の発生，残留農薬，薬事，土壌，水

質，大気汚染等に関した研究成果を県政に反映させるため，県庁各担当課や保健所等との連携を密

にし，科学技術の中核を担いながら県民の皆さまの安全で安心な生活確保に直結した先端的な研究

を行います．一層の信頼を得るよう精度の高い検査体制を整備して迅速な対応に努め，県民生活の向

上に貢献できる研究所になるよう，所員一同， 誠心誠意業務に取り組んでいます．

ここに平成 22 年度の研究成果と業務概要を取りまとめましたので，何とぞご高覧の上ご意見，ご指導

を賜れば幸いに存じます．

平成 23 年 12 月

岐阜県保健環境研究所

所長 坂 井 至 通
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資 料

ポリオ感染源調査総括

－平成16年度から20年度までの成績について－

葛口 剛，門倉由紀子，猿渡正子，小林香夫

要 旨

厚生労働省感染症流行予測調査の一環として行っているポリオ感染源調査において，平成16年度から平成20年

度までの５年間に５地区・総数297 名の健常児から糞便検体を採取しウイルス分離を行った結果，68 検体からウ

イルス72 株を分離（ウイルス分離率22.9%），そのうち65 株をウイルス同定した．ポリオウイルスは３型が１株

分離され（分離率0.3%），鑑別の結果ワクチン由来株であった．他はエンテロウイルス及びアデノウイルスであ

り，中でも平成19年度におけるコクサッキーウイルスB5型の分離率が24.6%と高かった．年齢別のウイルス分離率

は１歳児が29.6%と最も高かった．

キーワード：ポリオウイルス，感染症流行予測調査事業，ウイルス分離

１ はじめに

ポリオは「急性灰白髄炎」や「小児麻痺」とも呼

ばれ，多くは風邪様の症状で治まるものの，希に手

足に弛緩性の麻痺を起こすなど重症化し，更に呼吸

困難から死に至る場合もある感染症である．発症す

ると特異的な治療薬はなく，対症療法しかないが，

ワクチンによる予防は効果的である（後述）．病原

体はピコルナウイルス科・エンテロウイルス属のポ

リオウイルスと呼ばれるウイルスで１型，２型及び

３型の３種類の血清型が存在する．かつては日本国

内でもしばしば流行が繰り返され，昭和35年には患

者数5,000 名を超える大流行があった．これに対し，

昭和36（1961）年から小児へのワクチン投与が開始

されるなど，ポリオ根絶を目指した結果，ポリオの

流行はおさまり，1981年を最後に日本国内でのポリ

オ野生株による感染の報告はない．しかし，インド

やパキスタン，サハラ砂漠以南のアフリカ諸国など

では現在も野生型ポリオが流行しており，これらの

国々からウイルスを持ち込む危険性は未だ残ったま

まである．また，少ないながらもワクチン由来株

（Vaccine-derived poliovirus：VDPV）の伝播が起

こっており，それが野生化（逆変異）する可能性も

残されている１）．

感染症流行予測調査事業は，「集団免疫の現況把

握及び病原体の検索等の調査を行い，各種疫学資料

と併せて検討し，予防接種事業の効率的な運用を図

り，さらに長期的視野に立ち，総合的に疾病の流行

を予測する」ことを目的として昭和37年より開始さ

れた厚生労働省の事業で，現在の調査対象疾病はポ

リオ，インフルエンザ，日本脳炎，風疹，麻疹，百

日咳，ジフテリア，破傷風となっている．特にポリ

オに関しては，集団免疫現状を把握するウイルス感

受性調査（抗体調査）とウイルス分離検査を行う感

染源調査との２種類が行われている．このうちポリ

オ感染源調査は事業開始当初から毎年行われている

調査の１つで，健常児から採取された糞便からのポ

リオウイルス及びエンテロウイルス等の分離・同定

を行うとともに，分離株の性状を継続的に調査する

ことにより，「ポリオ流行地域から野生株が持ち込

まれていないか」，「VDPVが伝播していないか」，

「伝播したウイルスが野生化していないか」などの

監視を行っている２）．

岐阜県においては昭和55年度から感染源調査に参

加し（平成10年度は除く），調査開始から平成７年

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1



岐阜県保健環境研究所報 第 19 号(2011)

- 2 -

度までの16年間３）及び平成11年度から平成15年度ま

での５年間の成績は既に報告されている４）．今回は，

平成16年度から平成20年度までの５年間の結果につ

いて総括する．

２ 検査材料および検査方法

2.1 検体採取

感染症流行予測調査実施要領で，毎年県内の１地

区から管轄保健所が，０～１歳，２～３歳，４～６

歳の年齢区分ごとに約20 名ずつ，計60 名程度の被

験者より糞便検体を採取することとなっており，実

際に５年間で297 名から検体が採取された．なお，

全ての検体採取は当該地区でのポリオ生ワクチン投

与日より２ヶ月以上経過した後に行われた．

2.2 検査方法

2.2.1 試薬組成

・抗生物質添加リン酸緩衝液：リン酸緩衝液にペニ

シリンは500 U/mL，ストレプトマイシンは500 γ/mL

になるように添加した．

・増殖培地：L-グルタミン（日水製薬）を 0.2 mM

になるよう添加したイーグルMEM培地（日水製薬）

に，ウシ胎児血清（BLG）10%量，7.5%炭酸水素ナト

リウム水溶液（和光純薬）１%量を添加した．

・維持培地：L-グルタミン（日水製薬）を 0.2 mM

になるよう添加したイーグルMEM培地（日水製薬）

に，ウシ胎児血清（BLG）２%量，7.5%炭酸水素ナト

リウム水溶液（和光純薬）２%量を添加した．

2.2.2 検体処理

冷蔵保存状態で保健所より搬入された検体に対

し，秤量後，8.5 倍量の抗生物質添加リン酸緩衝液

及び1.5倍量のクロロホルムを添加し，20分間激し

く振盪した後，遠心分離（3,000 rpm，４℃，15分）

した上清を接種材料とした．

2.2.3 ウイルス分離

ウイルス分離用培養細胞として，HeLa 細胞及び

RD18s細胞を用いた．24 穴プレートに予め用意して

おいた培養細胞の増殖培地を維持培地に交換し，１

検体に付き２穴の培養細胞に100 µLずつ糞便材料を

接種し，37℃，５%炭酸ガス存在下で７日間培養し，

観察を行った．但し，接種２時間後に培養細胞を観

察し，細胞毒性が認められた場合は維持培地を交換

した．７日目に培養液を３回凍結融解後，遠心分離

（3,000 rpm，４℃，15 分）した上清を初代培養液

として回収した．初代培養液を新たな培養細胞に

100 µL ずつ継代培養し,盲継代を３代まで行った．

細胞変性効果（CPE）が出現した検体についてはウイ

ルス力価の測定・ウイルス同定試験を行った．３代

継代してもCPEが出現しなかった検体は分離陰性と

した．

2.2.4 ウイルス同定試験

分離されたウイルスの同定は微量中和試験により

行った．同定用の抗血清にはエンテロウイルス NT

試薬「生研」１号～４号（デンカ生研），各ウイル

ス用NT試薬（デンカ生研）の他，自家作製免疫血清

及び国立感染症研究所から分与されたエンテロウイ

ルスプール血清（EP-95）を用いた．分離ウイルスが

ポリオウイルスと同定された場合は，野生株とワク

チン株との遺伝子鑑別検査を国立感染症研究所に依

頼した．

表１ 調査対象者の年度別年齢分布とウイルス分離状況

年齢 分離(検査数) 分離率

(歳) 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 合計 （％）

0 1 ( 3) 1 ( 1) 1 ( 17) 4 ( 10) 1 ( 4) 8 ( 35) 22.9
1 1 ( 9) 9 ( 15) 0 ( 0) 4 ( 14) 2 ( 16) 16 ( 54) 29.6
2 2 ( 8) 3 ( 6) 1 ( 12) 5 ( 12) 1 ( 14) 12 ( 52) 23.1
3 1 ( 9) 0 ( 13) 2 ( 8) 2 ( 5) 0 ( 5) 5 ( 40) 12.5
4 0 ( 10) 2 ( 12) 2 ( 6) 2 ( 5) 1 ( 10) 7 ( 43) 16.3
5 5 ( 21) 2 ( 5) 0 ( 7) 7 ( 11) 0 ( 8) 14 ( 52) 26.9
6 2 ( 7) 0 ( 3) 1 ( 5) 2 ( 4) 1 ( 2) 6 ( 21) 28.6

合計 12 ( 67) 17 ( 55) 7 ( 55) 26 ( 61) 6 ( 59) 68 (297) 22.9
年度別分離率

17.9 30.9 12.7 42.6 10.2 22.9
(％)
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３ 結果と考察

3.1 経年的ウイルス分離状況

平成16年度から平成20年度までの５年間で総数

297 検体のうち 68 検体から 72 株のウイルスが分

離され，ウイルス分離率（分離率）の平均値は22.9%

であった．この値は，前回（平成 11 年度から平成

15 年度まで）のとりまとめ時における平均分離率

10.9%の２倍以上で，使用した細胞の変遷があり一概

に比較できないが，昭和55年度の調査開始から平成

20年度まで全平均値13.7%と比べても９ポイント以

上高い値である．年度毎の分離率でも，平成17年度

に30.9%，平成19年度には42.6%と高い値を示し，

調査地域で非常に大きなウイルス感染があったと考

えられる（表１，図１）．

表２に年度別分離ウイルス一覧を示した．特記す

べきは，平成19年度のコクサッキーウイルスB5型

（CB5型）の分離数が16 株（複数分離を含む）と突

出していることで，同年の発生動向調査事業による

分離同定でも１年間に全国の衛生研究所において

416 株ものウイルスが分離されており５），この年に

全国的なCB5型の大流行があり，県内でも流行した

ことが伺える．このCB5型の流行を除くと単一ウイ

ルスによる目立った集団感染などはなく，様々なウ

イルスが散発的に検出されている傾向が見られた．

3.2 年齢別ウイルス分離状況

ウイルス分離率を年齢別にみると１歳児が最も高

く29.6%であり，次いで６歳児の28.6%，以下５歳児

26.9%，２歳児23.1%，０歳児22.9%，４歳児16.3%，

３歳児12.5%と続いた（表１）．昭和55年度から平

成７年度までの調査時と比べ，３，４歳児のウイル

ス分離率は減少した一方で，０～２歳児でそれぞれ

10ポイント以上増加している（表３）．このことは，

０～２歳時が母体からの移行抗体が消失する６月齢

以降のウイルス初感染・頻発感染時期にあたること

に加え，通常３，４歳時であった集団保育開始時期

が近年の乳児保育や低年齢保育の普及により低年齢

化したことで，この年齢層のウイルスに感染する機

会が増したことも原因と推測される．一方，多くの

ウイルスに対して既に免疫を獲得し，ウイルス罹患

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 合計

エンテロ

ウイルス

ポリオウイルス Polio 3 1 1

コクサッキーウイルス Cox.A 9 2 2

Cox.B 1 5 5

Cox.B 2 4 4
Cox.B 4 6 1 7

Cox.B 5 15 15
エコーウイルス Echo 3 3 3

Echo 7 1 1
Echo 25 3 3

Echo 30 1 5 2 8

ヒトパレコウイルス HpeV 1 1 1

HpeV 4 1 1

アデノ

ウイルス

アデノウイルス Ad 1 4 4

Ad 2 4 4
Ad 5 0

同定不能 Unknown 6 6

複数分離 Ad 2+Ad 5 1 1

Echo 7+Ad 2 1 1

CB 5+HpeV 1+Un 1 1

合計 12 17 7 26 6 68

表２ 年度別分離ウイルス

図１ ウイルス分離陽性率の推移
（昭和55年～平成20年）
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表３ 過去の年齢別ウイルス分離率との比較
年齢 S55～H7 H16～H20

(歳) 分離（検査数） 分離率（％） 分離率（％） 分離（検査数）

0 32( 292) 11.0 22.9 8( 35)

1 51( 361) 14.1 29.6 16( 54)
2 28( 286) 9.8 23.1 12( 52)
3 60( 369) 16.3 12.5 5( 40)

4 52( 317) 16.4 16.3 7( 43)
5 38( 287) 13.2 26.9 14( 52)

6 4( 81) 4.9 28.6 6( 21)
合計 265(1993) 13.3 22.9 68(297)

率が下がる傾向にある５，６歳児のウイルス分離率

も共に 20%を超えたことについては，今回の県内検

体採取地域において幼児がそれまでに獲得した免疫

源以外のウイルスが流行したことが一因と考えられ

るが，３，４歳児よりも罹患率が高かった理由につ

いては不明である．この現象は全国的な傾向ではな

いことから，検体提供者の保育施設利用状況等更な

る情報収集と解析が必要と考える．

3.3 ポリオウイルス分離状況

本事業の目的であるポリオウイルスの分離は５年

間で平成 20 年度の３型１株のみ（分離率 0.3%）で

あり，国立感染症研究所における遺伝子鑑別の結果，

弱毒ポリオ生ワクチン由来株（Sabin 株）と判定さ

れた（表４）．
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担当保健所（採取地域）
年齢

性別
ワクチン投与

検体採取日
分離ウイルス

遺伝子鑑別
(歳) 年月日 血清型

岐阜（各務原市） 1 男 H20/5/15 H20/9/17 Polio 3 ワクチン株

表４ ポリオウイルス分離状況及びウイルス性状



岐阜県保健環境研究所報 第 19 号(2011)

- 5 -

資 料

非酵素法で行うパルスフィールド・ゲル電気泳動の適用菌種の検討

野田万希子，古田紀子，門倉由紀子，白木 豊，小林香夫

要 旨

タンパク分解酵素の替わりに高濃度の尿素と界面活性剤を用いてDNAを抽出する非酵素法でのパルスフィール

ド・ゲル電気泳動（PFGE）解析について，その適用菌種の検討を行った．その結果，非酵素法は，今までに検討

されていなかったカンピロバクター属菌やレジオネラ属菌に加え，当所で検査する機会の多いO157以外の腸管出

血性大腸菌やS. Enteritidis以外のサルモネラでも適用可能であった．S. Saintpaulでは，酵素法と同様に，

バンドがスメア状になるが，泳動バッファーにチオ尿素を添加することでスメア化を防ぐことができた．非酵素

法がより多菌種・多血清型で適用可能であったことよって，PFGE解析をより簡便・経済的・安全に行うことがで

きることが示唆された．

キーワード：PFGE，カンピロバクター属菌，レジオネラ属菌，腸管出血性大腸菌，サルモネラ

１ はじめに

パルスフィールド・ゲル電気泳動（PFGE）解析は

その識別能力の高さから，多くの菌種において分子

疫学解析の標準法となっている．PFGEプロトコール

では，可能な限り物理的な断片化を防いで細菌の細

胞内に存在していた時の状態に近い状態で巨大分子

の染色体を回収することが必要なため，アガロース

ブロックに菌体を包埋した状態で後の処理を行う．

通常，このアガロースに包埋した状態の菌体から染

色体DNAを抽出する方法として，溶菌酵素（リゾチ

ーム）やタンパク分解酵素であるproteinase Kなど

の酵素類が用いられる（以下，「酵素法」と略す）．

国立感染症研究所が提示している酵素法プロトコー

ルはアメリカ疾病管理予防センター（Centers for

Disease Control and Prevention: CDC）の方法に準

じて改良され，現在は簡便化されてリゾチーム処理

を省略した方法１）になっているが， proteinase K

や，proteinase Kの活性を失活させるために使用す

るPefablocSCは高価な試薬であり，費用がかかるこ

とが問題である．また，タンパク阻害剤である

PefablocSCは人体に有害であり，取り扱いに注意を

要する．

近年，酵素を使わず高濃度の尿素や界面活性剤を

使って簡便かつ経済的にPFGE用のDNAを調製する方

法（以下，「非酵素法」と略す）が開発され，肺炎球

菌 （ Streptococcus pneumoniae ）， 緑 膿 菌

（Pseudomonas aeruginosa），コレラ菌（Vibrio

cholerae），Aeromonas属菌，腸管出血性大腸菌O157，

サルモネラ（Salmonlla Enteritidis），赤痢菌

（Shigella sonnei），腸炎ビブリオ（Vibrio

parahaemolyticus O3:K6）で適用できることが報告

されている２-５）．今回，西海らが報告した高濃度の

尿素と安価な界面活性剤であるTriton X-100を含む

EDTAバッファーを用いた非酵素法が５），他のグラム

陰性菌にも適用可能ではないかと考え，当所で検査

を行う機会が多いカンピロバクター属菌およびレジ

オネラ属菌について検討を行った．また，腸管出血

性大腸菌とサルモネラについては，報告されている

O157 や S. Enteritidis 以外の血清型でも適用可能

か検討した．さらに，腸管出血性大腸菌については

非酵素法でのDNA調製時の保温時間短縮の検討を行

うとともに，サルモネラの中でスメア化して解析不

能となることが知られているS. Saintapaulについ

ては，チオ尿素を添加した条件下での比較も行った．

２ 材料と方法

2.1 供試菌株

岐阜県下で分離されたカンピロバクター属菌，レ

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘 1-1
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ジオネラ属菌，腸管出血性大腸菌，サルモネラの

合計84株を供試した（表１）．

表１ 供試菌株

菌 種 血 清 型 株数
Campylobacter jejuni 8
C. coli 2
Legionella pneumophila 血清群1 2

血清群5 1
L. micdadei 2
L. oakridgensis 1
Escherichia coli
(EHEC)

O157 49
O26 8
O111 1

Salmonella enterica Braenderup * 1
Enteritidis 1
Newport 1
Saintpaul 2
Schleissheim 1
Stanley 1
Typhimurium 1
O4:i:- 2

* H9812 PFGEマーカー株

2.2 PFGE

2.2.1 アガロースブロック作製

カンピロバクター属菌，レジオネラ属菌ではそれ

ぞれ血液寒天培地（栄研化学），BCYEα寒天培地（栄

研化学）上で培養したコロニーを滅菌蒸留水150 µL

に懸濁した．腸管出血性大腸菌，サルモネラは

Tryptic Soy Broth（BD）で一晩増菌し，増菌液

150-200 µL を生理食塩水１ mL に添加して 13,000

rpm，10分間遠心した後，上清を捨てて150 µLの滅

菌蒸留水に再懸濁した．それぞれの懸濁液に，等量

（150 µL）の１% SeaKem Gold Agarose（Lonza）を

加え，0.7 mm 厚のプラグモールド（Bio-Rad）で固

化させた（図１）．

2.2.2 酵素法によるDNA抽出

国立感染症研究所の改良法１）に従って行った（図

１）．方法 2.2.1 で固化させたブロックを１ mg/mL

proteinase K（和光純薬）と１ %N-lauroylsarcosine

（和光純薬）を含む0.5 M EDTA(pH8.0)に入れ，50℃

で２時間から一晩保温した．レジオネラ属菌は，常

らの改良法６) に従い， proteinase K 濃度を 0.1

mg/mL に，50℃での保温時間を１時間で実施した．

proteinase K処理したブロックを４ mm角にカット

し，４ mM Pefabloc SC（Roche）を含むTEバッファ

ーに移し，50℃で20分間の保温を２回繰り返すこと

によりproteinase Kを失活させた．次にTE バッフ

ァーにブロックを移し氷上で20分間平衡化した．

2.2.3 非酵素法によるDNA抽出

西海らの方法５）に従って行った（図１）．具体的

には，方法2.2.1で固化させたブロックを５ M尿素

（Pharmacia Biotech），１%TritonX-100（和光純薬）

を含む 0.1 M EDTA（pH8.0）に入れ，50℃で一晩保

温した．保温後のブロックを４ mm 角にカットし，

TE バッファーで氷上 30 分間の洗浄を２回実施した

後，新しいTEバッファーに置換して氷上で20分間

平衡化した．

2.2.4 制限酵素処理及び電気泳動

方法2.2.2または2.2.3で処理を行ったブロック

を制限酵素バッファーに移し氷上で 30 分間平衡化

した後，カンピロバクター属菌は１ブロックにつき

30 U の SmaⅠ（Roche）で，レジオネラ属菌は 50 U

のSfiⅠ（Roche）で，腸管出血性大腸菌，サルモネ

生理食塩水１mL

TSB一夜培養液
150-200 μL

遠心13,000 rpm, 10分、沈査に150μL DDWを加える

150μl１% SeaKem
Gold Agarose in DDW

よく混ぜた後、plug moldへ流し込む（２枚）

１mg/mL proteinase K, １% N-
laurylsarcosine in 0.5 M EDTA １mL

50℃、2時間から一晩保温

ブロックを4mm角にカット

４mM Pefabloc SC in TE 0.5 mL
50℃、20分、２回洗浄

TE buffer 0.5 mL
氷上、20分、２回洗浄

1×制限酵素buffer 0.2 mL 氷上、30分、1回洗浄

30-50 units/sample の制限酵素
in１×制限酵素buffer 0.1 mL

２-４時間処理

５M Urea, １% Triton X-100 in
0.1 M EDTA(pH8.0) １mL

50℃、一晩保温

TE buffer 0.5 mL
氷上、30分、２回洗浄

TE buffer 0.5 mL
氷上、20分、１回洗浄

泳動

ブロック２枚
/ 1.5 mL tube

酵素法 非酵素法

4 mm角ブロック１枚
/ 0.5 mL tube

または、
150μL DDWに
平板上の
菌苔を懸濁

図１ PFGEプロトコール
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ラは30 UのXbaⅠ（Roche）で，各２-４時間処理し

た．処理温度は SmaⅠでは 25℃，SfiⅠでは 50℃，

XbaⅠでは 37℃で実施した．処理後のブロックをコ

ームに載せた後，１% SeaKem Gold Agarose ととも

に固化させ泳動用ゲルを作製した．泳動マーカーは

S. Braenderup H9812をXbaⅠ処理したブロックを使

用した．電気泳動はCHEF DRⅢ（Bio-Rad）泳動槽に

て0.5×TBEバッファー，電圧６ V/cm，パルスタイ

ム2.2-54.2秒，泳動時間19時間で行った．チオ尿

素を添加する場合は，0.5×TBEバッファーに200 µM

の濃度になるように添加して泳動を実施した．泳動

後，エチジウムブロマイドにより染色し，切断パタ

ーンを観察した．

３ 結 果

3.1 カンピロバクター属菌

Campylobacter jejuni ８株，C. coli ２株を非酵

素法で解析したところ，約20-500 kbpの範囲に８-14

本の明瞭なバンドが認められた．その切断パターン

を酵素法と比較したところ，抽出方法によるパター

ンの差は認められなかった（図２）．

3.2 レジオネラ属菌

Legionella pneumophila ３株，L. oakridgensis

１株では，非酵素法で約20-1,100 kbpの範囲に

11-22本のバンドが認められた．その切断パターン

を酵素法と比較したところ，多少のバンドの濃淡の

違いはあるものの，酵素法と同じパターンが得られ

た（図３）．一方，L. micdadei では，２株中１株で

非酵素法のバンドが非常に薄く認識できなかった

（図３のレーン２）．

3.3 腸管出血性大腸菌

腸管出血性大腸菌O157（49株），O26（８株），O111

（１株）を非酵素法で解析したところ，すべての株

で約20-800 kbpの範囲に17-22本の明瞭なバンドが

認められた．そのうち，O157（２株）の切断パター

ンを酵素法と非酵素法で比較したところ，バンド位

置はすべて一致した（データ省略）． さらに，O157

（３株）について，非酵素法の50℃での保温時間を

２時間と一晩（約19時間）とで比較したところ，３

株ともに一晩の保温では明瞭なバンドが認められた

が，２時間の保温ではバンドが得られなかった（図

４）．

1 2 3 4 5
M 酵 非 酵 非 M 酵 非 酵 非 酵 非

図２ カンピロバクター属菌のPFGE解析像
レーン１,２,３：C. jejuni
レーン４,５：C. coli
酵：酵素法，非：非酵素法
M：S. Braenderupマーカー株

1135 

サイズ
（Kb）

669 

453 
398 

337
310

244
217

173
167
139

105
78.2
76.8
54.7

20.5

1 2 3 4 5 6
酵 非 酵 非 酵 非 酵 非 酵 非 酵 非 M

図３ レジオネラ属菌のPFGE解析像
レーン１,３,４：L. pneumophila
レーン２,５：L. micdadei
レーン６：L. oakridgensis
酵：酵素法、非：非酵素法
M：S. Braenderupマーカー株
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3.4 サルモネラ

サルモネラ10 株では，非酵素法で約20-1,100 kbp

の範囲に11-18本のバンドが認められ，そのうち７株

（S. Saintpaul ２株，S. Schleisseim １株，S.

Stanley １株，S. Typhimurium １株， S. spp. O4:

i:- ２株）のバンドパターンを酵素法と比較したと

ころ，その泳動位置は一致していた．また， S.

Saintpaul ２株，S. Schleisseim １株，S. Stanley

１株の合計４株について，泳動のTBE バッファーに

チオ尿素を無添加時と添加時とで比較したところ，

S. Schleisseim とS. Stanley では抽出方法の違い

やチオ尿素添加の有無によって差は認められなかっ

た．一方，S. Saintpaul では，チオ尿素無添加条件

では酵素法，非酵素法ともにスメア状となったが，

チオ尿素添加条件下では明瞭なバンドが認められた

（図５）．

表２にPFGEマーカー株であるS. Braenderupにつ

いて，ブロック作製日，XbaⅠ処理日および最終使用

日をまとめた．作製したブロックは尿素と

TritonX-100を含むEDTA溶液中での冷蔵保存で１年

以上，XbaⅠ処理後のブロックも制限酵素を含むバッ

ファーをTEバッファーに置換し冷蔵した状態で少な

くとも６カ月間は解析可能であった．

表２ S. Braenderupマーカー作製・使用年月日

ブロック作製
（※１）

XbaⅠ処理
（※２）

最終使用
（※３）

2010.6.11
2010.7.8 2010.10.27

2010.8.19 2011.2.3

2010.6.18 2010.8.19 2011.1.19

2010.7.1
2010.12.17 2011.2.16

2011.2.2 2011.8.11

2010.7.8
2011.6.20 2011.8.25

2011.8.25 2011.8.25

※１ 一晩保温処理後、冷蔵した日

※２ 処理後、制限酵素を含む溶液をTEに置換して冷蔵保存した日

※３ 泳動開始日

４ 考 察

今回，我々は非酵素法の検討が行われておらず，

かつ当所で検査する機会が多いカンピロバクター属

菌，レジオネラ属菌，腸管出血性大腸菌およびサル

モネラの７菌種84株で検討を行った．その結果，L.

micdadei １株では非酵素法のバンドが非常に薄く

認識できなかったものの，それ以外の83株では明瞭

なバンドが得られ，酵素法と比較したすべての株に

おいてバンドパターンが一致した．このことから，

非酵素法は，これらの菌種・血清型で酵素法の代替

法として解析可能であることが示唆された．

通常，PFGE解析においてバンドが得られない現象

図４ 腸管出血性大腸菌O157（３株）

保温時間による違い（非酵素法）
２h：保温時間２時間
ON：保温時間一晩（約19時間）
M：S. Braenderupマーカー株

2h ON 2h ON 2h ON M
1 2 3

チオ尿素なし

M 酵 非 酵 非 酵 非 酵 非 M
1 2 3 4

チオ尿素あり

M 酵 非 酵 非 酵 非 酵 非 M
1 2 3 4

図５ チオ尿素有無の検討
レーン１,２：S. Saintpaul，レーン３：S.
Schleissheim，レーン４：S. Stanley
酵：酵素法，非：非酵素法
M：S. Braenderupマーカー株
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は，今回検討を行ったS. Saintpaulのように血清型

固有の性質であると考えられているもの７)以外に，

菌株によって内在性DNA分解酵素の作用でDNAが分

解されることが報告されているもの８，９)などが考え

られる．今回， S. Saintpaul では非酵素法におい

ても酵素法での報告10)と同様に，泳動バッファーに

チオ尿素を添加することでスメア化を防ぐことが可

能であった．一方，バンドが非常に薄く解析不能で

あったL. micdadei １株については，原因が菌種や

株の性質によるものなのかを明らかにするために，

今後再現性を確かめるとともに，より多くの菌株に

ついて解析を行う必要がある．

酵素法のプロトコールでは，proteinase K処理を

50℃で２時間から一晩実施する１）のに対し，西海ら

が行った非酵素法では，保温時間は一晩で行ってい

る５）．McEllistrem らは，酵素を使わず EDTA と

N-lauroylsarcosine を含むバッファー中で

Streptococcus pneumoniaeからDNA抽出を行う非酵

素法の検討で，保温時間は少なくとも６時間以上必

要であったと述べている２）．今回の検討でも，腸管

出血性大腸菌O157（３株）で保温時間を２時間にし

て実施したところ，バンドが得られずDNA抽出が不

十分であることが判明した．また，今回の検討では

ブロック作製時の菌液の濃さは酵素法と非酵素法で

同じにしたが，全体的に酵素法より非酵素法の方が

バンドが薄い傾向にあった．これらのことより，非

酵素法は酵素法よりもDNA抽出効率が低い可能性が

考えられた．しかしながら，高価な試薬類を使わな

い非酵素法は１サンプル当たりのDNA抽出工程の試

薬コストを1/20程度に縮減することができる上に，

操作が簡便になることや，毒性のある薬品との接触

機会が減ることなど，優れた点が多い．今後はこれ

らのメリットを保ちつつ，より効率的な抽出試薬組

成の検討も必要かもしれない．

S. Braenderup H9812はCDCのPFGEプロトコール

において標準マーカー株として使用され，国立感染

症研究所をはじめ全国の地方衛生研究所で使用され

ている．今回，この株においても非酵素法が適用可

能であり，また，作製したブロックおよび XbaⅠ処

理後のブロックの長期保存が可能であったことは，

マーカーの備えにかかる費用削減や作業の効率化に

非常に効果があると考えられる．

今回，供試株数は少ないが，非酵素法がより多菌

種・多血清型の菌において適用可能であることが判

明した．今後さらに改良およびデータの蓄積を行い，

安定した成績が得られることが確認されれば，PFGE

解析をより簡便・経済的・安全に行うことが可能に

なると考えられる．
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資 料

LC-MS/MSによる指定薬物等のスペクトルライブラリー作成

多田裕之，神山恵理奈，吉田一郎，南谷臣昭，河村 博，坂井至通

要 旨

指定薬物および健康食品中に含まれる，医薬品成分のLC-MS/MSによるスペクトルライブラリーを作成した．測

定機器は，AB SCIEX社の4000 QTRAPを使用し，各物質のプロダクトイオンスキャンスペクトルを取得した．LC

カラムはC18を使用し，移動相は５ mmol/L 酢酸アンモニウムと同含有メタノールによるグラジエントで実施し

た．またイオントラップ機能のない機種を整備している検査機関もあるため，これを使用したものと使用しない

もの両方についてスペクトルを取得した．取得したスペクトルの主要フラグメントイオンについては，可能な範

囲でマスシフト則に合致するか検証した．これにより指定薬物23物質および健康食品中医薬品成分24物質につ

いて LC-MS/MSによるスペクトルライブラリーを作成することができた．

キーワード：LC-MS/MS，スペクトルライブラリー，指定薬物，健康食品，マスシフト則

１ はじめに

近年，違法ドラッグはインターネット等の発達に

より入手が容易となって乱用され，最悪の場合死亡

事故等の健康被害を招いている。これに対応するた

め，平成18年の薬事法改正により新たに「指定薬物」

として規制され，平成19年４月1日に31物質１植

物が定められた．その後指定薬物数は漸増し，平成

23年９月20日付厚生労働省施行通知１）により，現

在では68物質１植物が指定されている．また，健康

食品中にダイエットや強壮・強精を目的として違法

に医薬品成分を混入させ，これによる健康被害も後

を絶たない状況である．

これらによる健康被害を防止するため，国や地方

自治体では，買上げ又は収去により検査を実施して

いるが，標準品の入手が困難である場合が多く，質

量分析計等の高度な検査機器の整備のみでは十分な

検査体制が取れているとはいえない状況である．

質量分析計を整備している場合，標準品とMSスペ

クトルを比較することで違法ドラッグや医薬品成分

の同定を行うが，標準品がない場合でもMSスペクト

ル及びこれの取得条件のデータを備えれば，かなり

の確率で含有物質を特定できる．豊田らおよび岩永

ら２，３）は中国地方４県の公的研究機関と共同で，相

互に利用可能な LC-MS/MS スペクトルライブラリー

の作成を試み，食品における健康危機管理に役立て

ようとしている．また、高橋ら４）は指定薬物及び健

康食品中の医薬品成分のLC/MSスペクトルライブラ

リーを構築し，違法ドラッグや健康食品の分析に利

用している．このような試みは健康危機管理におけ

る検査体制の充実につながると考えられ，著者らは，

今回豊田らおよび岩永らの試みと同様公的検査機関

の相互利用を目的として，現在所有している指定薬

物及び健康食品中医薬品成分の LC-MS/MS スペクト

ルライブラリーの作成を行ったので報告する．

２ 実験方法

2.1 試薬，標準溶液

標準品：①和光純薬工業(株)製の以下の標準品を用

いた．1-(4-フルオロフェニル)ピペラジン，2-アミ

ノインダン，ヒドロクロロチアジド特級，フロセミ

ド生化学用，イカリイン局方生薬試験用，グリベン

クラミド生化学用，p -アセトアミドフェノール(ア

セトアミノフェン)一級．②シグマアルドリッチ(株)

製の以下の標準品を用いた．(±)DOI 塩酸塩，ビサ

コジル，アリストロキア酸Ⅰ，アリストロキア酸Ⅰ・

Ⅱ混合品，(±)-フェンフルラミン塩酸塩，マジン

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1
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表１ ライブラリー登録物質

名称（通称等） タイプ 名称
標ぼうされる
効果

3-[2-(isopropylmethylamino)ethyl]-5-methoxyindole (5-MeO-MIPT)＊ ephedrine
5-methoxy-α-methyltryptamine (5-MeO-AMT)＊ norephedrine
5-methoxy-N,N-diallyltryptamine (5-MeO-DALT)＊ methylephedrine
N ,N -dipropyl-5-methoxytryptamine (5-MeO-DPT)＊ fenfluramine
N ,N -diethyl-5-methoxytryptamine (5-MeO-DET)＊ N -nitrosofenfluramine＊

N ,N -diisopropyltryptamine (DIPT)＊ orlistat＊

N -isopropyl-N -methyltryptamine (MIPT)＊ sibutramine＊

N -ethyl-N -isopropyl-5-methoxytryptamine (5-MeO-EIPT)＊ bisacodyl
1-benzyl-4-methylpiperazine (MBZP)＊ hydrochlorothiazide
1-(3,4-Methylenedioxybenzyl)piperazine (MDBP, piperonyl piperazine) phenolphthalein
1-(4-methoxyphenyl)piperazine (4MPP) phentermine
1-(4-fluorophenyl)piperazine furosemide
2-(4-chloro-2,5-dimethoxyphenyl)ethanamine (2C-C)＊ mazindol
2-(4-ethyl-2,5-dimethoxyphenyl)ethanamine (2C-E)＊ xanthoanthrafil＊

1-(4-fluorophenyl)propan-2-amine (4FMP)＊ yohimbine
2-ethylamino-1-(3,4-methylendioxyphenyl)propan-1-one (bk-MDEA)＊ icariin
1-(4-fluorophenyl)-N -methylpropan-2-amine (N -methyl-4FMP)＊ tadalafil＊

1-(3,4-methylenedioxyphenyl)-2-(pyrrolidine-1-yl)pentane-1-one (MDPV)＊ sildenafil＊

1-(4-chloro-2,5-dimethoxyphenyl)propan-2-amine (DOC)＊ vardenafil＊

1-(4-ethylsulfanyl-2,5-dimethoxyphenyl)propan-2-amine (ALEPH-2)＊ thioquinapiperifil＊

1-(4-iodo-2,5-dimethoxyphenyl)propane-2-amine (DOI) acetaminophen
indan-2-amine glibenclamide
salvinorin A＊ 他 aristolochic acid Ⅰ

― ― aristolochic acid Ⅱ
＊：標準品は国立医薬品食品衛生研究所より入手

痩身

指定薬物 健康食品違法医薬品成分

ﾄﾘﾌﾟﾀﾐﾝ系

ﾋﾟﾍﾟﾗｼﾞﾝ系

ﾌｪﾈﾁﾙｱﾐﾝ系
強壮・強精

他

痩身又は強
壮・強精

表２ インフュージョンにより取得したMRM条件

Q1 Q3 R.T. compound DP CE CXP
Q1 Q3 R.T. compound DP CE CXP 232 159 13.6 fenfluramine 71 31 8
152 110 7.4 acetaminophen 71 23 18 359 298 13.8 aristolochic acid Ⅰ-NH3 41 15 8
152 134 8.1 norephedrine 41 15 22 342 298 13.8 aristolochic acid Ⅰ 81 9 8
166 148 8.6 ephedrine 51 17 24 322 305 13.8 DOI 56 17 16
134 118 8.8 2-aminoindan 51 19 20 319 225 13.8 phenolphthalein 81 29 12
180 162 9.1 methylephedrine 46 21 8 210 193 13.9 2C-E 51 17 10
193 150 9.4 4MPP 81 27 12 285 44 14.6 mazindol 86 57 6
205 188 9.5 5-MeO-AMT 41 13 10 276 126 14.9 MDPV 91 39 20
154 109 9.9 4FMP 36 23 18 390 151 15.0 xanthoanthrafil 56 17 12
247 86 9.9 5-MeO-DET 61 21 14 355 144 15.5 yohimbine 116 43 8
247 86 10.0 5-MeO-MIPT 61 21 14 677 531 15.5 icariin 86 21 14
181 138 10.0 1-(4-fluorophenyl)piperazine 76 27 22 390 268 15.9 tadalafil 66 17 16
222 174 10.2 bk-MDEA 76 25 28 271 110 16.3 5-MeO-DALT 56 21 18
217 86 10.2 MIPT 61 19 0 433 373 16.6 salvinorinA 81 13 10
261 100 10.2 5-MeO-EIPT 71 23 16 362 185 17.1 bisacodyl 96 35 32
221 135 10.3 MDBP 61 23 22 494 369 17.2 glibenclamide 86 19 10
168 109 10.5 N -Methyl-4FMP 56 27 18 261 159 17.7 N -nitrosofenfluramine 71 27 26
150 91 10.5 phentermine 36 25 14 475 100 17.7 sildenafil 126 41 16
245 114 11.1 DIPT 66 21 18 490 151 18.4 vardenafil 131 63 26
216 199 11.7 2C-C 56 17 32 449 204 18.8 thioquinapiperifil 96 35 10
275 114 12.3 5-MeO-DPT 71 23 18 280 125 26.1 sibutramine 56 35 10
230 213 12.4 DOC 51 17 10 497 319 26.4 orlistat 111 17 8
191 91 12.8 MBZP 76 31 14
329 268 12.8 aristolochic acid Ⅱ-NH3 41 15 14 Q1 Q3 R.T. compound DP CE CXP
312 268 12.8 aristolochic acid Ⅱ 81 9 16 296 269 7.3 hydrochlorothiazide -80 -28 -13
256 239 13.5 ALEPH-2 51 17 14 329 285 10.5 furosemide -55 -22 -7

[単位] Q1,Q3：Da、R.T.：min.、DP,CE,CXP：V

Posi

Nega
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ドール．③東京化成工業(株)製の以下の標準品を用

いた．2-ピペロニルピペラジン，1-(4-メトキシフェ

ニル)ピペラジン，ヨヒンビン塩酸塩特級，dl-ノル

エフェドリン塩酸塩特級，フェンテルミン特級．④

アルプス薬品工業(株)製日本薬局方塩酸エフェドリ

ンおよびシオエ製薬(株)製日本薬局方dl-塩酸メチ

ルエフェドリンを用いた．また，表1に示す他の物

質（指定薬物18物質，健康食品医薬品成分８物質）

については，国立医薬品食品衛生研究所より入手し

た．

標準溶液：サルビノリンAはアセトニトリルで，

他の物質についてはメタノールで200 mg/L の標準

原液を調製し，これらをアセトニトリル／水（４：

６）で希釈して，ポジティブモードで測定する物質

についてはイオントラップスペクトル(EPI)用に

0.2 mg/L，同じくイオントラップを使用しないスペ

クトル(PI)用に0.5 mg/L の標準溶液を調製した．

ネガティブモードで測定する物質は，EPI，PI共に

2.0 mg/L の標準溶液を調製した．

その他の試薬：アセトニトリルは和光純薬工業

(株)製残留農薬試験・PCB 試験用，メタノールは関

東化学（株）製LC/MS用，酢酸アンモニウムは関東

化学（株）製特級品を用いた．

2.2 装置及び測定条件

2.2.1 HPLC条件

装置：アジレント社製 1200LC(SL)，分析カラム：

インタクト社製 Cadenza CD-C18 2.0φ×150mm 3.0

μm粒子径，移動相：5mmol/L 酢酸アンモニウム及

び 5 mmol/L 酢酸アンモニウム含有メタノールのグ

ラジエント Posi=０分(95:5)→１分(65:35)→17

分(5:95)→27 分(0:100)３分間保持 Nega=０分

(95:5)→１分(65:35)→25分(0:100)５分間保持，流

速：0.2 mL/min. ，カラム温度：40℃，注入量：５

μL

2.2.2 質量分析計条件

装置：AB SCIEX 社製 4000 QTRAP，イオン化モー

ド：ESI，スキャンモード：イオントラップスキャン

(EPI)及びイオントラップ使用しないスキャン(PI)，

Curtain Gas：20 psi，Ion Source Gas1：50 psi，

Ion Source Gas2：80 psi，Ion Spray Voltage：5500

V (Posi) and -4500 V (Nega)，Temperature：400℃，

ディクラスタリングポテンシャル(DP)：表２に示す

インフュージョンにより取得した値，コリジョンエ

ネルギー(CE)：(±)20,(±) 35, (±)50 V．測定質

量：m/z 50― M+20．

2.3 MS/MSスペクトルの取得

5-MeO-MIPTを除く0.05 mg/L 混合標準溶液を調製

し，表２の条件で MRM （ Multiple Reaction

Monitoring）分析を行い各物質の溶出時間(R.T.)を

求めた．5-MeO-MIPTについては，5-MeO-DETと溶出

時間が接近しておりまた，MRM 条件も同じであるた

め，単独でMRM分析を行い溶出時間を求めた．次に

ピークが完全に分離するように各物質をグループ分

けし，グループ内のそれぞれの時間毎に条件を設定

しスキャンスペクトルを取得した．図１にEPIクロ

マトグラムの一例を示した．スペクトルは，EPI の

機能のない機種を整備している場合もあるため，EPI

とPI両方のスペクトルを取得し登録した．

アセトアミノフェン

N-Methyl-4-FMP

ALEPH-2

サルビノリンA
シブトラミン

図１ ｲｵﾝﾄﾗｯﾌﾟｽｷｬﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾑの一例

３ 結果および考察

3.1 MS/MSスペクトル取得結果

表１に示す指定薬物等全47物質中45の薬物につ

いてはポジティブモードで感度良くスペクトルが取

得できたが，ヒドロクロロチアジドとフロセミドに

ついては感度が低かったため，ネガティブモードで

スペクトルを取得した．またアリストロキア酸は，

アンモニア付加体がプロトン付加体と同程度以上の

感度で検出されたため，これについてもスペクトル

を登録した．キサントアントラフィルについては，

伊達ら５）が報告しているようにCEが20 V で既に主

な開裂が起きm/z 151のみが観測され，CEを50 V に

上げてもMSスペクトルはほとんど20 V と変化が生

じなかったため，10 V におけるスペクトルも追加し

た．10 V では，m/z 151以外に分子プロトン付加イ

オン[M+H]＋のm/z 390とニトロ基が脱離したm/z 344

が観測された．
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3.2 指定薬物のMS/MSスペクトル

今回対象とした指定薬物は，サルビノリンＡを除

き全てが１～3 級のアミン類であるが、そのほとん

どが低いCEで窒素とα炭素間で開裂(N -α位開裂)

しアミンの脱離を起こしている。

トリプタミン系の物質である5-MeO-DETは，図２

に示すように N -α位開裂してアミンの脱離が起き

てα炭素側のm/z 174が観測され，またαβ炭素間

の開裂（N -β位開裂）も起き，N -β位における N

側のイミニウムイオン６）と考えられる m/z 86 が観

測された．他のトリプタミン系物質も低いCEにおい

て同様にN -α位開裂したが，DIPTと5-MeO-DPTは

N -β位開裂し，N側のm/z 114が最も強く観測され，

次にN-α位で開裂したm/z 174が観測された．他の

トリプタミン系の物質においてもN-β位開裂ではN

側の開裂イオンが観測された．また，α炭素にメチ

ル基の付いた 5-MeO-AMT の N -β位開裂では，β炭

素側のm/z 160も観測された．なお5-MeO-AMTは，

メトキシ基が脱離したm/z 173が観測された．

Ｎ

Ｎ
Ｈ

ＯＣＨ3

α

β

m/z 174
m/z86

 
図２ 5-MeO-DETの開裂部位

フェネチルアミン系の物質についても多くが N -

α位開裂してアミンの脱離を起こしたが，4FMP（図

３）とN-methyl-4FMPについては，CEが20VではN

-β位で開裂し，β炭素側の開裂イオンが m/z 109

として最も強く観測され，N-α位開裂イオンである

m/z 137 は僅かに観測されるのみであった．そこで

CEを５ V で開裂させたところ，m/z 137が強く観測

され，この２物質については特に N -α位開裂を起

こし易いと考えられた．なお5-MeO-AMTと同様に，

4FMP，N -methyl-4FMP，DOI，DOC，ALEPH-2 はα炭

素にメチル基が付いているが，これらの N -β位開

裂ではN側ではなくβ炭素側の開裂イオンが測定さ

れ，α炭素のメチル基が開裂に何らかの影響を及ぼ

している可能性が考えられた．また 2C-C，2C-E，

ALEPH-2ではメトキシ基が脱離したm/z 184，m/z 178，

m/z 224がそれぞれ観測された．

ＮＨ2

Ｆ

α
β

m/z 137m/z109

図３ 4FMPの開裂部位

ピペラジン系の物質であるMBZPおよびMDBPは，

１位の窒素におけるN -α位開裂によりピペラジン

が脱離し，それぞれm/z 91，m/z 135が観測された．

4MPPについては１位の窒素がベンゼン環と直接結

合しており，ベンゼン環と共役していると考えられ，

ピペラジンの脱離は起きにくいと推察される．4MPP

はm/z 150のイオンが観測されたが，図４に示すよ

うに１位と４位の窒素がそれぞれN-α位開裂した

と考えられる．

Ｈ

Ｎ

Ｎ

ＯＣＨ3

m/z 150

 
図４ 4MPPの開裂部位

3.3 マスシフト則によるフラグメントイオンの検

証

ソフトなイオン化である化学イオン化やエレクト

ロスプレーイオン化では，実際に開裂し観測される

その部分のイオン質量数ともとの構造式から計算し

たその部分の質量数の差は，一定の法則に従うマス

シフト則７）（表３）が提唱されている．今回測定さ

れたフラグメントイオンがこれに従っているか，そ

の一部について検証した．
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表３ マスシフト則(Posiのみ表示)

C-C ― ０ ①

ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄｲｵﾝがZを含まない ０ ②

ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄｲｵﾝがZを含む ＋２ ③

＋１ ④

二つともC-Z ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄｲｵﾝが両方のZを含む ＋３ ⑤

Ｚ：ヘテロ原子
「中田尚男：有機偶数電子ｲｵﾝのﾌﾗｸﾞﾒﾝﾃｰｼｮﾝにおけるﾏｽｼﾌﾄ則，
J. Mass Spectrom. Soc. Jpn.， 50，173-188，2002．」 による．

マスシ
フト

二つの結合
の開裂

下記条件以外

記
号

C-Z

ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄｲｵﾝにおけるZの存在開裂部位

一つの結合
の開裂

5-MeO-DETのN -α位開裂（図２）では，炭素―窒

素間開裂でフラグメントイオンは窒素を含まないた

め表３の②に該当し，マスシフトは０となり，N -

β位開裂では炭素―炭素間の開裂のため表３の①に

該当しマスシフトは０となる．N-α位開裂部分とN-

β位開裂部分の構造式による質量数はそれぞれ 174，

86であり，測定された質量もそれぞれm/z 174，m/z

86であった．差が０でありマスシフト則に合致した．

4MPPではN-α位開裂が２箇所で起きていると考え

られ（図４），フラグメントイオンが一方の窒素のみ

含むため表３の④に該当し，マスシフトは＋１とな

る．開裂部分の構造式による質量数は149であるが，

測定された質量はプロトンが付加したと考えると

m/z 150であり，マスシフト則に合致するものであ

った．

3.4 異性体の識別

5-MeO-MIPTはトリプタミンの窒素にメチルおよ

びイソプロピル基が，5-MeO-DETは同様にエチル基

が２つ付いたもので互いに構造異性体である．栗田

ら８）が報告しているようにそれぞれのスペクトル

（図５）は酷似したものであったが，m/z 86の強度

が異なることと5-MeO-MIPTにはm/z 58が観測され

ないことから識別は可能と考えられた．5-MeO-DET

はαβ炭素間で開裂したN側のイオン（図２）から

エチル基が脱離したイオンと推察され，開裂部分の

構造式による質量数は57であるが，これにプロトン

が付加した構造を考えると質量は58となる．マスシ

フト則で考えると二つの結合の開裂で表３の④に該

当し，質量差は１のためこの規則に従っている．

5-MeO-MIPTについては，αβ炭素間開裂したイオン

からはイソプロピル基が脱離すると推察され，これ

[5MeO-DET]

CE=20V

CE=35V

CE=50V

2471748658

[5MeO-MIPT]

CE=20V

CE=35V

CE=50V

24717486

図５ 構造異性体のEPIスペクトル

の構造式による質量数は43であるが，観測されるイ

オンはm/z 44と考えられる．EPIによる測定可能最

低質量はm/z 50であるため，PIによりm/z 40から

5-MeO-MIPTのスペクトルを取ったところ，m/z 44

が観測された．5-MeO-MIPTについては，PIによる

m/z 40からのスペクトルも追加することとした．

４ まとめ

１ 公的検査機関の相互利用を目的として，指定薬

物23物質および健康食品医薬品成分24物質につ

いてLC-MS/MSプロダクトイオンスキャンによる

スペクトルライブラリーを作成した．

２ LC-MS/MSはAB SCIEX社製 API4000 QTRAPを用

い，カラムはインタクト社製Cadenza CD-C18 2.0

φ×150 mm 3.0 μm 粒子径を使用し，移動相は

5 mmol/L 酢酸アンモニウムと同含有メタノール

のグラジエントで行った．MS/MSスペクトルはESI

ポジティブモードで取得し，ポジティブで感度の

出ない２物質についてはネガティブモードで取得

した．また，スキャンモードは，イオントラップ

を装備していない機種を整備している検査機関も

あるため，EPI（イオントラップ）とPI（イオン

トラップなし）の両方で行った．

３ 指定薬物では，N-α位で開裂しアミンの脱離し

たものが多く，またN -β位で開裂する物質も多

かった．

４ 5-MeO-MIPTと5-MeO-DETは構造異性体である

が，取得したスペクトルから両者の判別は可能と
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考えられた．

５ 作成したライブラリーは，健康被害事案発生時

の迅速な原因物質究明に役立つと考えられる．ま

た，同メーカーの機種を使用している他の公的検

査機関においても，標準品がない場合でも同ライ

ブラリーを用いることにより原因物質の同定が可

能となる．今後公的検査機関相互の連携が整えば

更に有効な活用ができると考えられる．
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資 料

岐阜県への越境大気汚染の影響について

岡 隆史

要 旨

平成19年５月８日～９日の期間，北日本を除く広範囲において環境基準を超過する高濃度の光化学オキシダン

ト（以下Oxと記述する）が観測され，様々な調査研究は，その原因はアジア大陸からの越境汚染の可能性が高い

ことを報告している．同期間岐阜県においても高濃度のOxが観測され，５月９日の正午前後には県下各地域で大

気汚染予報を発する基準である100 ppbのレベルを超え，特に東アジア酸性雨モニタリングネットワークの国設

伊自良湖酸性雨測定所では最高濃度で166 ppbにまで達した．同測定所の観測値が何故ここまで上昇したのかを

岐阜県下各地の測定データとの比較等により検証したところ，その原因は，山谷風の起こす局地循環によってOx

が局地的に滞留・蓄積し，さらにアジア大陸からの越境汚染によって底上げされた可能性があることがわかった．

キーワード：光化学オキシダント，越境汚染，オゾン，高濃度エピソード解析

１ はじめに

大気中のOx濃度が高まると，目や喉の痛み，頭痛

や吐き気などの症状をもたらすことが知られており，

平成19年度にはOxが原因と思われる健康被害を届

け出た人の数は14の都道府県で1,910人にも達して

いる．そうした被害を未然に防止するため，他の大

気有害物質（二酸化硫黄(SO2)や二酸化窒素(NO2)な

ど）と同様にOxにも環境基準が定められており，そ

の値は１時間値が60 ppb以下となっている．しかし

ながら，全国に約1,200あるOx濃度測定局のうち，

この基準値をクリアするのは数局のみであり，この

ことから Ox は健康被害をもたらす大気汚染物質で

ありながら非常に抑制・削減の難しい物質であるこ

とがわかる．

Oxは窒素酸化物(NOx)や揮発性有機化合物(VOC)と

いった大気汚染物質が光化学反応を起こして生じる

酸化性物質の総称であり，その主要成分はオゾン

（O3）である．その抑制のためには，NOxやVOCの排

出量の多い大都市圏にて，これら一次汚染物質を低

減化することが重要となる．しかしながらOx発生の

メカニズムは複雑であり，これらの一次汚染物質を

単に削減しても理論上 Ox が上昇してしまう状況も

起こりえる．

一方，汚染物質が大気経由で国境を越えて遠く離

れた地域にまで運ばれてしまう「越境大気汚染」も

社会問題として近年大きく取り扱われるようになり，

その影響への検証が重要になりつつある．

今回の報告では，越境大気汚染の可能性が高い平

成19年５月８日～９日に発生したOxの高濃度エピ

ソードを対象に，同期間の岐阜県の大気汚染状況を

解析した．

２ 調査方法

2.1 測定地点

平成19年度の岐阜県におけるOxの有効測定局の

数は大気汚染常時監視測定局（一般局）の12局と，

東アジア酸性雨モニタリングネットワークの国設伊

自良湖酸性雨測定所の計13局である．これら測定局

の位置情報等を表１及び図１に示した．

なお，国設伊自良湖酸性雨測定所は環境省の所管

である．

また，岐阜北部局，岐阜中央局及び岐阜南部局の

３測定局は岐阜市の所管である．

2.2 測定方法

各測定局における Ox の測定方法は全て紫外線吸

収法（乾式）である．

同測定法は実質的に大気中のO3濃度を測定してい

るが，Oxの主要成分がO3であることから，現行の環

境大気の測定では，この方法で得られたO3濃度をも

ってOx濃度としてよいとされている．しかしこれ以
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図１ 測定局の位置

降は正確を期すために，同法によって得られたデー

タはO3濃度と記述し，その挙動について述べる．

３ 結果と考察

3.1 気象概況及び汚染概況

平成 19 年５月８日から９日にかけての気象概況

の特徴としては，高気圧が東シナ海から太平洋へゆ

っくりと移動し，九州から東北南部までの広い範囲

を覆ったため全国的に晴れ，気温が上昇したことで，

光化学反応によってO3濃度が上昇しやすい環境にあ

ったことが挙げられる（図２）．

汚染概況の特徴としては，O3の高濃度域が日本列

島を西から東へと広範囲に推移したことが挙げられ

る．まず５月８日午前９時ごろから九州北部でO3が

高濃度になり始めたのを皮切りに，９日午後３時に

2007/5/8 午前９時

2007/5/9 午前９時

図２ 天気図（気象庁「日々の天気図」から転載）

は北海道と東北北部を除く日本全域にまで高濃度地

域は拡大し，全国各地で120 ppbを超える高濃度を

記録した1)．

これら広域的な汚染状況については，シミュレー

ションによる再現や，O3濃度分布の変化を用いた詳

細な解析が行われており，それらの結果は，同期間

中に観測された高濃度O3がアジア大陸からの移流に

表１ 測定地点

地域 測定局名 設置場所 標高（メートル） 土地利用区分

岐阜

岐阜中央 岐阜市今沢町（岐阜市役所） 14 商業地域

岐阜南部 岐阜市茜部菱野（あかね公園） 11 商業地域

岐阜北部 岐阜市福光（福光東公園） 18 商業地域

各務原 各務原市蘇原（市民会館） 40 住居地域

国設伊自良湖酸性雨測定所 山県市長滝 140 山林

西濃・南濃

大垣中央 大垣市西外側町（市職員駐車場） 6 商業地域

大垣南部 大垣市築捨町（築捨新田公民館） 5 住居地域

羽島 羽島市竹鼻町（市勤労青少年ホーム） 7 住居地域

中濃・東濃

美濃加茂 美濃加茂市新池町（総合福祉会館駐車場） 84 住居地域

笠原 多治見市笠原町（ひまわり子どもの家） 216 農地，集落他

中津川 中津川市かやの木町（市役所） 323 準工業地域

飛騨
高山 高山市花岡町（市営花岡駐車場） 573 住居地域

乗鞍 高山市丹生川町（乗鞍スカイライン管理事務所） 1949 未指定地域

8日9時

9日9時
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よる影響を強く受けていた可能性が高いことを示唆

している1-3)．

同期間中の岐阜地域上空の気塊が，どのような経

路を辿って同地に達したのかを調べるため，アメリ

カ海洋大気庁（NOAA）のHYSPRITを用いて後方流跡

線解析を行った．図３は，高濃度O3を観測した５月

９日午後３時（2007/5/9 06:00 UTC）の岐阜市の上

空500 m，1,000 m，2,000 mの気塊の軌跡を72時間

前まで遡って解析したものである．

その結果は，渤海沿岸上空500 m～2,500 mの間を

通過した気塊が，朝鮮半島の南端をかすめて北九州

に到達し，さらに瀬戸内海沿岸から京阪神地域を経

由して岐阜地域に到達していたことを示した．この

気塊の移動経路は，同日西日本各地で観測されたO3

高濃度域の拡がり方の様相と一致しており，岐阜県

で観測された高濃度O3も他地域と同様にアジア大陸

からの高濃度O3の移流による影響を受けていた可能

性が高い．

図３ 岐阜地域における後方流跡線解析の結果

3.2 岐阜県域の解析

平成 19 年５月８日から９日にかけての岐阜県下

各地域でのO3濃度の経時変化を図４に示す．それに

よると，高山と中津川を除く全ての測定局で，最高

濃度ピークは５月９日に現れており，そのほとんど

が大気汚染予報を発する基準である100 ppbのレベ

ルを超えている．同期間中に岐阜県下で高濃度O3が

原因と思われる健康被害の届け出は無かったが，自

発的に届出る程のことは無いが何らかの症状を感じ

るなどした，潜在的な健康被害者は相応に存在した

と予想される．

また同期間中のO3濃度は夜間においてもあまり下

降しておらず，９日午前０時の時点で，中津川と岐

阜中央を除く地域では40 ppb以上を記録している．

O3の発生は光化学反応に起因するので，その濃度は

日中に高くなり，逆に夜間は，NOによる消失反応や

地表面などへの沈着により低くなるという日変動を

繰り返すのが基本である．今回のように夜間におい

ても高濃度を維持するパターンは，他地域から高濃

度O3が流入する際に良くみられる現象である．

今回の高濃度エピソードにて着目すべき点は，国

設伊自良湖測定所にて観測されたO3濃度の高さにあ

ると考える．同測定所も他の測定局と同じく５月９

日に最高濃度ピークを示しているが，その値は

166 ppbであり，他の測定局との差は30 ppb以上あ

った．また同測定所にて観測されたO3濃度は，期間

を通じて他の測定局よりも高かった．

伊自良湖測定所にて特に高濃度のO3が観測された

原因を探るため，同測定所から約30 km圏内に位置

する測定局とのポテンシャルオゾン(PO)の経時変化

に違いがあるかどうかを調べた（図５）．大気中で

は，O3はNOによって分解され，逆にNO量が減少す

るとO3は増加する．この現象は，以下の平衡反応で

表すことができる．

NO2 + O2 ⇄ O3 + NO （１） 

ここで，hυはNO2を分解する波長の光を表して

いる．POはNO2 とO3 の和で表され，NOの増減によ

る上記式の平衡反応の傾きに影響されない保存量と

して考案された．

同期間中，岐阜地域がアジア大陸から長距離移送

された気塊の中に包まれていたと仮定すれば，空間

スケール的に見て，伊自良湖測定所から約30 km以

内は同様の成分を含んだ気塊中に包まれていたと考

えられる．それゆえ，PO測定値による比較を行うこ

とで，局地的にみられる伊自良湖測定所の高濃度O3

の原因が，上記のNO量の増減に関連した反応による

ものか，それ以外の原因（例えば他の光化学反応に

hυ
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図４ ５月８日から９日にかけての岐阜各地域のオゾン濃度の経時変化

＊同期間，乗鞍は機器故障中のためデータ収集を行っていなかった．

図５ 伊自良湖測定所から約30 km圏内に位置する測定局とのポテンシャルオゾン濃度の経時変化の比較

よる生成や，局地気流による移送や滞留など）によ

るものかを判別する指標として用いることができる

と考えられる．

PO濃度は以下の式によりに算出した．

[PO] = [O3] ＋[ NO2] －α × [NOx]

ここで[PO]，[O3]，[NO2]，[NOx]は各汚染物質の大気

濃度を表し， NOxはNOとNO2の和である．またαは

発生源におけるNO2/NOx比であり，他の研究で良く使

われている0.1を用いた．

その結果，伊自良湖測定所のPO濃度は，①５月

８日午前11時から午後４時まで，②５月８日午後９

時から５月９日午前０時まで，③５月９日午前 10

時から午後４時までの時間帯を除き，大垣中央と同
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レベルであったことが示された．

この結果から５月９日午前１時から午前６時にか

けて伊自良湖測定所に見られる高濃度O3は，同測定

所付近のNO濃度が低いために，その分解量が他の地

域に比べて少なかったことが原因と考えることがで

きる．

PO 濃度の差が大きかった①，②及び③の時間帯

については，伊自良湖周辺地域が上記（１）式の反

応以外でO3濃度上昇に関連する何らかの影響を受け

ていたことが考えられる．その影響の空間スケール

は越境大気汚染による広域的ものではなく，伊自良

湖周辺地域に限定された局地的なものであった可能

性が高いと考えられる．

3.3 越境汚染以外の影響について

これまで岐阜県への越境大気汚染の影響につい

て検証を行ってきが，3.2 で述べたとおり，国設伊

自良湖測定所で観測された高濃度O3は越境汚染だけ

でなく，局地的な原因も影響していた可能性がある

ことがわかった．そのため本節ではその原因につい

て考察する．

図６に，当該期間を含む平成19年５月６日から

５月 10 日にかけての岐阜・西濃地域で測定された

O3 濃度と浮遊粒子状物質（国設伊自良湖測定所は

PM10を測定し，それ以外の一般局はSPMを測定して

いる．）の質量濃度の経時変化を示す．それによると，

当該地域の測定局ではいずれも，６日から９日にか

けてのO3濃度の最高濃度が日を追って上昇している

のがわかる．特に伊自良湖測定所の場合は，その上

昇度が他の測定局に比較して急であり，７日の時点

で他の測定局よりも約30 ppb程度最高濃度値が高く

なっていた．一方の浮遊粒子状物質の濃度は，細か

い変動はあるものの，７日午前中から10日午前中に

かけて右肩上がりで上昇していた（６日夜と10日午

後に粒子状物質濃度が低下したのは，両日の降雨に

よるものと考えられる）．

これら両汚染物質の上昇傾向の要因は様々な考

察が可能であるが，ここでは気流の影響による蓄積

効果について着目する．広範囲に渡る風が弱く，大

気の状態が閉鎖した状態が数日続いた場合，その上

空には，前日以前に生じた汚染物質が滞留して汚染

物質の蓄積を生ずる場合がある．図２の天気図に示

す通り，解析期間中は日本列島を高気圧が覆い気圧

傾度も低かった．そのために広範囲にわたる風は弱

く，岐阜地域でも上記のような蓄積効果が生じ易い

環境にあったと考えられる．

気流による汚染物質の滞留を考える場合，特に重

要となるのが海陸風の影響である．海陸風とは，海

と陸との熱容量の差により，日中は海から陸へ，逆

に夜間は陸から海へと向かう気流である．この大気

の循環が大気汚染の分布に極めて重要な影響を及ぼ

すことが知られている．解析期間中の５月９日には

関東平野においても高濃度O3が発生しているが，そ

の原因はアジア大陸からの越境汚染に加えて，国内

で発生した汚染物質が海陸風によって内陸部に運ば

れたことによる蓄積効果の影響が強いことが報告さ

れている３）、４）．

同日，岐阜・愛知県境の愛知県側の測定局でも

120 ppb 以上の高濃度O3が観測されたが，その最高

濃度を記録した時間は伊自良湖測定所の午後３時よ

りも遅かった．そのため濃尾平野で起こった海陸風

による比較的大規模な内陸部への移流現象によって，

伊自良湖測定所の高濃度O3が発生したとは考えにく

い． 
気流によって起こる局地的な汚染物質の滞留と

しては，山谷風による局地循環が考えられる．山谷

風とは山の斜面が熱せられることで，日中は谷から

山へ，逆に夜間は山から谷へと向かう風の流れであ

る（図７）．伊自良湖測定所は濃尾平野北端部の山沿

いに位置しており，５月８日および９日は，日中主

として谷よりの風を，夜間は山よりの風を観測して

いた．この山谷風による空気の循環により，伊自良

湖測定所の上空に滞留ができ，その内部に前日以前

の汚染が滞留していた可能性がある．

それを裏づける論拠として，図５の②の時間帯に

起こったO3濃度の上昇を挙げる．光化学反応が起き

ない同時間帯においてO3濃度が上昇したのは，上空

に滞留していた汚染物質が，谷風の影響で夜間沈降

したためとも考えられる．

以上のことから，５月８日と９日の伊自良湖測定

所における高濃度O3は，当該地域内にて発生した山

谷風による蓄積効果の影響を受けていたと考えられ

る． 
一方，５月８日から９日にかけての伊自良湖測定

所で観測されたSO2濃度の経時変化をみると，その
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図７ 山谷風による局地循環のイメージ

変動パターンはO3と良く似た変動パターンを示した

（図８）．今回の高濃度エピソードでは，高濃度 O3

が観測された全国各地の観測地点にて高濃度 SO2も

観測されており，O3と同じくアジア大陸からの移流

による可能性が高いことが示唆されている３）．その

ため両汚染物質の変動パターンの一致は，同期間中

の当該地域がアジア大陸からの移流の影響も強く受

けていたとことを示しており、さらに図３の後方流

跡線解析の結果もそれを裏付けている．
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４ まとめ

平成19年５月８日から９日にかけて観測された

国設伊自良湖測定所の高濃度O3について，岐阜県下

各地域の測定局データとの比較検証を行った．その

結果，夜間同測定所周辺のO3濃度が低下しなかった

原因は，その周辺地域のNO濃度が低いため，他の地

域と比較してO3の分解が促進されなかったためであ

ることが示唆された．

この結果は，越境大気汚染によって高濃度 O3 が

流入した場合，その移送先の大気環境によって被害

程度に差が生じることを示唆するものと考える．す

なわち常在的に NO 濃度が低い田園地域等に高濃度

O3が流入した場合，夜間においてもその濃度レベル

が下がらない状況を生む可能性がある．

また伊自良湖測定所にて日中観測された高濃度

O3について考察した結果，その原因は越境大気汚染

による長距離移送の影響と，気流が起こす局地循環

によって生じた蓄積効果の影響，これら二つの原因

が重なって起こったためと考えられる．これら二つ

の原因の影響度を定量的に説明するは困難であるが，

定性的には５月８日以前から同地域に蓄積していた

O3が、越境汚染によって底上げされて166 ppb もの

高濃度となった可能性が高い． 
今回の報告ではその特異性から主に伊自良湖測

定所とその他の局との観測データの比較を行ったが，

その比較は山林地域と都市地域の大気汚染の比較を

行ったとも考えられる．大気汚染を監視する測定局

は，発生源の状況や高濃度地域の状況の把握を目的

としているため，主として都市地域に設置されてい

る．都市地域にて局地的に起こる大気汚染の監視や，

汚染物質が比較的短い距離を移動する際にはこれら

のデータは貴重となる．しかし近年その顕実化が指

摘されている越境汚染の場合には，田園および山林

地域も含めた広範囲への移流が起こりうる．その際

には，大気環境や周辺地形の違いにより，都市地域

とは異なった影響が生じる可能性が考えられる．そ

の対策として遠隔地域での大気汚染物質の測定は重

要であり，今後ともその把握に努めることが重要で

あると考える．
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資 料

LC-MS/MSによる生団子中のセレウリドの定量とその留意点について

南谷臣昭，野田万希子，原 信行，菅原吉規*，白木康一，

中村昌司，永井宏幸，小林香夫，大塚公人

要 旨

平成22年に発生したみたらしだんごを原因とする嘔吐型のセレウス菌による食中毒において，原因となった生

団子半製品中に含まれるセレウリドの含量をLC-MS/MSにより定量した．既報に従い，等量の水を加えてペースト

状に均質化した試料からメタノールによりセレウリドを抽出し，Oasis HLB（60 mg）により精製した．Oasis HLB

の洗浄溶媒を80%メタノールから70%メタノールにしたところ，回収率が54.4%から101.3%に向上し良好な回収率

が得られた．LC-MS/MSの測定は，５ mM酢酸アンモニウム水溶液と５ mM酢酸アンモニウム含有メタノール溶液

の２液によるグラジエント法により行い，セレウリドのアンモニウム付加体イオンをプリカーサーイオンとして

マルチプルリアクションモニタリング（MRM）測定を行った．生団子中のセレウリドの定量値は，HEp-2細胞空胞

化試験の結果に比べ平均約17倍大きな値となった．この原因としては，抽出溶媒の違いと，LC-MS/MS法で用い

た標準溶液の濃度の２つの要因が考えられた．

キーワード：セレウス菌，嘔吐毒，セレウリド，LC-MS/MS，HEp-2細胞空胞化試験

１ はじめに

平成22年８月29日から30日にかけて，東京都府

中市内の施設が調理，販売したみたらしだんごを原

因食品とする嘔吐型セレウス菌による食中毒が発生

した．原因のみたらしだんごの原材料は岐阜県内に

製造施設を有する食品会社が製造した生団子半製品

であることが判明し，９月２日に食品衛生法に基づ

き，当該製造施設の営業の停止と原因食品の生団子

の回収が命じられた．東京都が当初行った調査では，

患者の嘔吐物，および糞便，残品の生団子から嘔吐

毒産生遺伝子をもつセレウス菌が検出され，中毒の

原因が確定された．

一方で，より詳細な食中毒の原因究明を行うため，

製造施設から採取した生団子からのセレウス菌分離

を岐阜県飛騨保健所で行うとともに，原因毒素であ

るセレウリドの定量依頼が当研究所にあった．そこ

で，食中毒が発生した８月後半に製造された，製造

日の異なる５検体について，生団子中に含まれるセ

レウリドの定量を行った．

嘔吐毒のセレウリドは，12 個のアミノ酸とオキシ

酸が環状につながった，デプシペプチド

[cyclo(D-O-Leu-D-Ala-L-O-Val-L-Val)3] であり１)，

同じくドデカデプシペプチドのバリノマイシンと同

様，カリウムイオノフォアとして細胞膜上の電位を

脱分極させる生理活性を有する２)．セレウリドの定

量法としては，ヒト咽頭がん由来の細胞である

HEp-2 細胞の空胞化変性活性を判定するバイオアッ

セイ法と，液体クロマトグラフ質量分析計（LC-MS）

によりセレウリドを定量する理化学的試験法の２つ

が主なものとして知られている３)．

今回我々は，梶田ら４)が2007年に報告した分析法

をもとに，液体クロマトグラフタンデム型質量分析

計（LC-MS/MS）を用いて，製造施設から採取した生

団子半製品中のセレウリドの定量を行った．その中

で，LC-MS/MSの移動相の選択，固相抽出カートリッ

ジの洗浄溶媒について若干の改良を試みた．また，

LC-MS/MSで分析した検体と同一の検体について，名

古屋市衛生研究所にHEp-2 細胞空胞化試験５)を依頼

した．この両者の試験法で得られた定量値を比較す

ることで明らかとなった，セレウリドの LC-MS/MS

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘 1-1 
* 現 岐阜県セラミックス研究所：507-0811 岐阜県多治見市星ヶ台 3-11 
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測定における留意点について述べる．

２ 実験方法

2.1 試薬および試料

セレウリド標準溶液：(有)バイオコントロール研

究所製の精製セレウリド（１ mg当量/ml）を標準原

液として，メタノールにより 1000 倍希釈して，１

µg/mlの標準溶液を調製した．これを，95%メタノー

ル溶液により希釈して用いた．

バリノマイシン標準溶液：和光純薬工業(株)製の

バリノマイシン（生化学用：min. 85.0 %(HPLC)）を

10 mg精秤し，メタノールに溶解して10 mLとして，

1000 µg/ml の標準原液を調製した．これをメタノー

ルにより 1000 倍希釈して，１ µg/ml の標準溶液を

調製し，さらに 95%メタノール溶液により希釈して

用いた．

試薬：移動相の調製に，和光純薬工業(株)製メタ

ノール（LC-MS 用），超純水（LC-MS 用），１ mol/L

酢酸アンモニウム（HPLC用），ぎ酸（LC-MS用）及び，

関東化学(株)製の酢酸アンモニウム（特級）を用い

た．試験溶液の調製に，和光純薬工業(株)製メタノ

ール（LC-MS用）を用いた．

試料：製造施設から採取した生団子半製品（平成

22年８月21日～９月１日製造の５検体）．添加回収

試験には，市販の生団子を用いた．

2.2 装置

振とう機：東京理化器械(株)製のMMV-1000Wを用

いた．

遠心分離装置：(株)クボタ製作所製のユニバーサ

ル冷却遠心機5930を用いた．

液体クロマトグラフ／タンデム質量分析計

（LC-MS/MS）：Agilent製1200システム－ABサイエ

ックス製4000QTRAPを用いた．また，窒素自動発生

装置として，アネスト岩田サービス(株)製オイルフ

リースクロールコンプレッサSLP-221EBDを用いた．

2.3 LC-MS/MS測定条件

LC 分離用カラムはインタクト製 Cadenza CD-C18

（2.0 mm×150 mm，３ µm）を用い，カラム恒温槽

で50℃に維持した．移動相は，５ mM酢酸アンモニ

ウム水溶液（移動相A），５ mM酢酸アンモニウムメ

タノール溶液（移動相 B）のグラジエントモードで

送液した．LCグラジエントモードは，A/B(20/80)初

期条件より，２分間で(0/100)とした．その後，13

分間(0/100)で保持し，３分間(80/20)でカラムを洗

浄し，初期条件に戻して10分間安定化した．流速は，

0.2 mL/minに設定し，注入量は10 µLとした．

MS/MS のイオン化法は，エレクトロスプレーイオ

ン化法（ESI）のポジティブモードを採用した．イオ

ン化の条件は，イオンスプレー電圧5.5 kV，イオン

スプレー温度600℃，ネブライザーガス50 psi，デ

ィソルベーションガス80 psi，カーテンガス20 psi

とした．コリジョンガスには窒素を用い，その流量

は４ psiに設定した．

セレウリドのイオンの検出は，マルチプルリアク

ションモニタリング（MRM）により行った．アンモニ

ウム付加体イオンをプリカーサーイオンとし，プロ

ダクトイオンは，強度の高かった５種類のイオンを

選択した．表１に各トランジション条件を示した．

表１ MRMトランジション条件

Precursor
ion (m/z)

Product 
ion (m/z)

DP*

(V) 
CE*

(V) 
CXP*

(V) 

1170.7 1125.7 140 53 32 
1170.7 1107.6 140 58 30 
1170.7 940.6 140 63 26 
1170.7 698.5 140 73 18 
1170.7 556.5 140 71 14 

* DP:Declustering Potential  CE:Collision Energy 

 CXP:Collision Exit Potential 

 
2.4 試験溶液の調製

生団子試料を秤量し，等量の水を加えてフードミ

ルによりペースト状になるまで混和均質化した．こ

の均質化試料を５ g精秤し，50 mLポリプロピレン

遠沈管に入れ，メタノール20 mLを加え10分間振と

う抽出を行った．抽出液を3000 rpmで10分間遠心

分離して，上清を100 mLの梨型フラスコに集めた．

残渣はさらにメタノール20 mLを加えて混和均質化

し，同様に遠心分離を行って，上清を先の上清と合

わせた．これを，40℃以下で減圧濃縮して，メタノ

ール及び水を除去し，残留物に 50%メタノール溶液

２ mL を加えて超音波洗浄器中でフラスコ内壁に付

いた残留物を溶解した．これを，あらかじめメタノ
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ール５ mLおよび50%メタノール５ mLによりコンデ

ィショニングした固相抽出ミニカラム（Waters 製

Oasis HLB Vac RC，60 mg）に負荷し，50%メタノー

ル溶液３ mL，70%メタノール溶液３ mL にて順次洗

浄した後，メタノール３ mL で溶出した．溶出液を

40℃以下で減圧濃縮し，残留物を 95%メタノール溶

液２ mLで溶解し，ディスクフィルター（MILLIPORE

製Millex-LG，PTFE，0.20 µm）を通過させて試験溶

液とした．

2.5 添加回収試験

市販の生団子に添加濃度0.01 µg/gとなるように

セレウリド標準溶液を添加した．

2.6 HEp-2細胞空胞化試験５） 
LC-MS/MS で測定したものと同一試料５検体の検

査を名古屋市衛生研究所に依頼した．

３ 結果および考察

3.1 LC-MS/MSの移動相溶媒の検討

セレウリドとバリノマイシンを，梶田らの報告４）

に従い，0.1%のぎ酸溶液とメタノールの２液のグラ

ジエントモードにより LC で分離した上で，Q1 スキ

ャン測定を行って生成するプリカーサーイオンを検

証したところ，両物質のプロトン付加体とアンモニ

ウムイオン付加体が検出され，セレウリドのアンモ

ニウムイオン付加体に対するプロトン付加体の割合

は，ピーク高さにして 16.4%であった（図１(A)）．

一方で，今回我々が採用した，５ mM 酢酸アンモニ

ウム溶液と５ mM 酢酸アンモニウム含有メタノール

溶液の２液によるグラジエントモードで Q1 スキャ

ン測定を行ったところ，生成するイオンはほぼすべ

てアンモニウムイオン付加体として検出され，プロ

トン付加体のピーク高さはその 1/100 を下回った

（図１(C)）．

0.1%ぎ酸溶液を移動相として用いることで，セレ

ウリドとバリノマイシンの分離度が改善した（図１

(B)）．しかし，川村ら６）の報告においては，２つの

イオン付加体の割合が一定でないことが，定量値の

正確性および安定性などに影響する可能性が示唆さ

れている． この影響を回避するため，５ mM酢酸ア

ンモニウム溶液と５ mM 酢酸アンモニウム含有メタ

ノール溶液の２液によるグラジエントモードを採用

し，セレウリドのアンモニウムイオン付加体を主に

図１ (A) , (C)：セレウリドとバリノマイシンのQ1スキャンスペクトル（スキャン範囲 m/z 1100-1180）

(B), (D) ：セレウリドとバリノマイシンのMRMクロマトチャート

(A) ,(B)の移動相：0.1% ぎ酸 ／メタノール

(C) ,(D)の移動相：５ mM 酢酸アンモニウム／５ mM 酢酸アンモニウム含有メタノール

A B

C D

R.T. 9.3 min.  

cereulide 

R.T. 9.5 min.  

valinomycin 

R.T. 9.4 min.  

valinomycin 

R.T. 9.4 min.  

cereulide 

valinomycin 

[M+NH4]+

valinomycin 

[M+H]+

cereulide 

[M+NH4]+
cereulide 

[M+H]+

cereulide 

[M+NH4]+

valinomycin

[M+NH4]+



岐阜県保健環境研究所報 第 19 号(2011)

- 27 -

形成させることにより 定量を行った（図１(D)）．

また，既報６）で行っているバリノマイシンによる

内部標準補正は行わず，セレウリド標準による絶対

検量線により定量を行った．

3.2 固相抽出ミニカラムの洗浄溶媒と添加回収率

梶田らの報告に従い，生団子試料に0.01 µg/gと

なるようにセレウリド標準溶液を添加したものを分

析したところ，添加回収率は54.4%と低率であった．

この原因として，固相抽出ミニカラムの洗浄溶媒

（80%メタノール）により，セレウリドが流出してい

ることが考えられたため，洗浄溶媒を再検討した．

50 ng/ml のセレウリド溶液（50%メタノール溶液）

２ mlをOasis HLB Vac RCミニカラムに負荷し，50%

メタノール３ mLで洗浄後，10%ずつメタノール濃度

を上げて，その溶出液中に含まれるセレウリド量を

定量した（表２）．

表２ Oasis HLB Vac RC ミニカラム (60 mg) に負

荷したセレウリドの溶出パターン

Methanol 
conc.* 

Elution volume 
(mL) 

Recovery 
(%) 

loaded solution 2 0 
50% 3 0 
60% 3 0 
70% 3 0.3 
80% 3 69.9 
90% 3 33.3 
100% 3 3.3 

*50 ng/mlのセレウリド溶液を２ mL負荷し，その後３

mLごとにメタノールの濃度を10%ずつ上げて溶出した．

メタノール濃度が 70%まではセレウリドの溶出量

は全体の0.3%であったが，80%メタノール３ mLに含

まれるセレウリド量は 69.9%となった．このことか

ら，80%メタノールで洗浄することにより，セレウリ

ドが流出する可能性が示唆された．よって，抽出液

負荷後のミニカラムの洗浄は，50%メタノール３ mL，

70%メタノール３ mLとした．メタノール濃度を80%

から 70%に変更することで，添加回収率は平均

101.3%と向上した（n=３, 室内精度RSD 11.5%）．

3.3 生団子回収品の定量結果－LC-MS/MS 法と

HEp-2細胞空胞化試験との比較

製造施設に残っていた生団子のセレウリド分析結

果を表３に示した（食中毒の原因となった生団子は，

平成22年８月27日と８月28日に製造された製品で

ある）．

表３ 生団子から検出されたセレウリド量

Production 
dates 

Cereulide content (ng/g) 
(a)/(b) (a)LC-MS/MS 

analysis  
(b)HEp-2 cell

assay* 

2010 . 8. 21 10000 640 15.6 
8.27 7300 320 22.8 

 8.28 11000 640 17.2 
 8.31 1800 80 22.5 
 9. 1 1300 160  8.1 
*名古屋市衛生研究所の試験結果

検査を行った５検体いずれからも，セレウリドが

検出された．LC-MS/MS法とHEp-2細胞空胞化試験の

定量値を比較すると，両者の値に相関性はあるもの

の，8.1～22.8倍（平均17.1倍）LC-MS/MSの値が大

きくなっていた．

HEp-2 細胞空胞化試験においては，試料からセレ

ウリドをリン酸緩衝生理食塩水（PBS）によりストマ

ッカー処理したが，LC-MS/MS法では等量の水を加え

てペースト状とした試料に，メタノールを加えてセ

レウリドを抽出する．この抽出方法の違いが，定量

値の差となっていると考えられた．そこで生団子に

PBS を加えてストマッカー処理した抽出液中に含ま

れるセレウリド量を LC-MS/MS により定量し，

LC-MS/MS 法のメタノール抽出液中に含まれるセレ

ウリド量と比較したところ，LC-MS/MS法のメタノー

ル抽出液に含まれるセレウリド量がストマッカー処

理した後のPBS中に含まれるセレウリド量の４倍と

なった．しかし，この抽出方法の違いだけでは，両

方法の定量値が平均約 17 倍異なることを説明でき

ない．

Biesta-Peters ら７）は，同濃度のセレウリドとバ

リノマイシンをLC-MSにより測定した場合，セレウ

リドのピーク面積がバリノマイシンより 10.3%高い

値となると報告している．彼らが用いたバリノマイ
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シンは，Sigma-Aldrich 製で，その純度が min.

90%(HPLC)であることを考慮すると，セレウリドとバ

リノマイシンのLC-MS上の感度差はほとんどないと

考えられた．そこで，シングルMSのスキャン分析と

同等であるQ1（第一四重極）スキャン測定を実施す

ることで，バリノマイシンを標準として今回我々が

使用したバイオコントロール研究所製の精製セレウ

リドの濃度を推定した．標準原液から調製した10 ng

当量/mlのセレウリド標準溶液と10 ng/mlのバリノ

マイシン標準溶液とをQ1スキャンにより測定し，セ

レウリドとバリノマイシンのアンモニウムイオン付

加体のモノアイソトピック質量にあたるピーク面積

値を比較した（図２）．

バリノマイシンに対するセレウリドの面積は

0.213であり，バリノマイシンの純度が85.0%であっ

たとして，バリノマイシンに対する同濃度のセレウ

リドの面積比は0.18となった．このことは，今回使

用した精製セレウリドを標準原液として用いた場合，

定量値が真値に比して5.6倍大きくなるということ

を意味する．表３のLC-MS/MS測定結果にこの面積比

を乗じて補正したものを表４に示した．

今回用いた精製セレウリドは，HEp-2 細胞の空胞

化を観察する生物活性測定により毒素力価測定を行

い，１ mg当量/mlと値付けされている．HEp-2細胞

の空胞化変性活性はセレウリドに包合されているイ

オン種により異なるとも言われている．そのため，

包合されているイオン種に関係なくセレウリドの総

量を測る手法であるLC-MS/MSやLC-MSの定量値と，

HEp-2 細胞の空胞化試験の結果とが一致しないこと

はあり得る．

また，HEp-2 細胞空胞化試験は，サンプルの２倍

段階希釈列をマイクロプレート上に作製し，細胞の

空胞化が確認された最大の希釈数に，検出感度（５

ng/mL）を乗じて試料中の毒素の濃度を求める半定

量法である．このため，値付けされた濃度が真値の

1/2～２倍の範囲内で変動する点に留意する必要が

ある．

表４ 生団子中のセレウリド量の LC-MS/MS による

分析結果（表３(a)の値に0.18を乗じた値）

Production 
dates 

Cereulide content (ng/g) 

2010 . 8. 21 1800 
8.27 1300 

 8.28 1900 
 8.31 320 
 9. 1 240 

以上により，HEp-2細胞空胞化試験とLC-MS/MSの

定量値の違いは，抽出溶媒の違いという試験法に由

来する原因と，LC-MS/MS測定に使用した標準溶液濃

度の問題という２つの要因により説明できる．現在，

セレウリドの標準物質は市販されていないため，正

確な定量値を得るためには，化学合成により標準物

質を準備する７）, ８）か，あるいは菌株培養液から，

より高純度のセレウリドを精製して標準物質とする

かいずれかの方法が望まれる．

しかし，いずれの方法も多くの手間と労力を要す

るため，Häggblomら９）のように，バリノマイシンと

セレウリドのLC-MS測定における感度が近いことを

利用して，バリノマイシンをセレウリド標準物質の

代替として使用することも１つの手段であると考え

られる．

４ まとめ

LC-MS/MSを用いるセレウリドの検出法は，その迅

速性と簡便性においてHEp-2細胞空胞化試験などの

バイオアッセイ法よりも優れている．しかし，定量

図２ (A) 10 ng/ml バリノマイシンのマスクロマ

トグラム（m/z 1127.8－1129.3）

(B) 10 ng当量/mlのセレウリドのマスクロマトグ

ラム （m/z 1169.8-1171.3）

バリノマイシンに対するセレウリドのピーク面積

比：0.213

A B
valinomycin 

cereulide 
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に際しては，現段階で入手可能な高純度のセレウリ

ド標準物質がないため，バリノマイシンを標準物質

としてLC-MSによりセレウリドの定量値をバリノマ

イシン当量として求める以外に確からしい定量値を

求める手法がない９）．

今回我々は，標準として用いた精製セレウリドと

市販のバリノマイシンを同濃度に調製し，Q1スキャ

ン測定により感度を比較して，精製セレウリドの真

の濃度を推定した．その結果をもとに，セレウリド

の定量値を補正して，食中毒の原因となった生団子

中に含まれるセレウリドの真の含有量を推定した

（表４）．あらかじめQ1スキャンにより精製セレウ

リドの濃度を値付けしておけば，食中毒事案に対し

て，迅速に正確な値を提供することが可能となる．

今後，この手法により求められた定量値は，嘔吐

型セレウス菌による食中毒において，毒素量と発症

量の関係を明らかにする上で貴重な疫学的情報を提

示するものと考える．
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１ 他誌掲載論文

Active Properties of Thermally Excited Titanium Dioxide/Silica

Composite Materials for the Decomposition of Gaseous Toluene

Harumitsu Nishikawa*, Tadayoshi Ihara** 

*Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences, **Gifu University

Materials Chemistry and Physics, 125, 319-321 (2011)

Decomposition of gaseous toluene and oxidation of CO on thermally excited titanium dioxide(TiO2)/
silica(SiO2) composite material were investigated using a simple flow system. TiO2/SiO2 composite bead was 
superior to TiO2 (anatase) or TiO2/alumina in the thermally excited activation for toluene decomposition. The 
composite effect of TiO2/SiO2 bead was recognized in our study. ESR studies showed the existence of Ti3+ in 
the material, because the g-value of the signal was 2.000. This means that oxygen vacancy would be generated 
by thermally excitation of TiO2 in the composite material. The reaction activity of the composite material for 
gaseous toluene must be due to spins on the material. 
 

Characterization of Legionella pneumophila Isolates from Patients in Japan

According to Serogroups, Monoclonal Antibody Subgroups and Sequence Types

Junko Amemura-Maekawa*, Fumiaki Kura*, Jürgen H. Helbig**, Bin Chang*, Akiko Kaneko***,
Yuko Watanabe****, Junko Isobe*****, Masafumi Nukina******, Hiroshi Nakajima*******, Kimiko Kawano********,

Yuki Tada*, Haruo Watanabe*and the Working Group for Legionella in Japan: Noriko Furuta********* et al. 
*National Institute of Infectious Diseases, **Institute of Medical Microbiology and Hygiene, 

 ***Yamagata Prefectural Institute of Public Health, ****Kanagawa Prefectural Institute of Public Health, 
*****Toyama Institute of Health, ******Public Health Research Institute of Kobe City, *******Okayama Prefectural 
Institute for Environmental Science and Public Health, ********Miyazaki Prefectural Institute for Public Health 

and Environment, *********Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences 

J Med Microbiol, 59, 653-659 (2010) 
 

We collected 86 unrelated clinical Legionella pneumophila strains that were isolated in Japan during the 
period 1980–2008. Most (80.2%) belonged to serogroup 1, followed by serogroups 5, 3 and 2. Interestingly, the 
patients with L. pneumophila serogroup 1 had a significantly higher male-to-female ratio (12.4) than the 
patients with other L. pneumophila serogroups (2.0) (OR, 10.5; 95% CI, 2.5–44.5). When the serogroup 1 
strains were analysed by monoclonal antibody (mAb) typing, the most prevalent subgroup was Benidorm 
(34.9% of all isolates). Moreover, 79.7% of the serogroup 1 isolates were bound by mAb 3/1, which recognizes 
the virulenceassociated epitope. When all 86 isolates were subjected to sequence-based typing (SBT) using 
seven loci, they could be divided into 53 sequence types (STs). The ST with the most isolates (seven) was ST1, 
to which most isolates from patients and environments around the world belong. However, six of the seven ST1 
isolates were isolated before 1994. Other major STs were ST306 (n56), ST120 (n55) and ST138 (n55). All 
ST306 and ST138 isolates, except for one isolate (ST306), were suspected or confirmed to be derived from 
bath water, which suggests that these strains prefer bath habitats. The sources of all ST1 and ST120 isolates 
remain unclear. By combining the SBT and mAb data, the 86 isolates could be divided into 59 types 
(discrimination index, 0.984). This confirms the usefulness of this combination in epidemiological studies. 
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大気汚染の原因となる揮発性有機化合物の分解除去

西川治光＊

＊ 岐阜県保健環境研究所

セラミックス, 46, 141-142(2011)

セラミックス半導体でもある炭化ケイ素（SiC）のハニカム構造体を発熱体として利用し、触媒層

と連結するシステムにより、新規の揮発性有機化合物（VOC）分解除去装置を産学官の共同研究で開

発した。この開発機は従来のバーナー燃焼方式に比べ安全性が高く、また装置をコンパクトにするこ

とができた。開発したプロト機を用いて印刷、塗装工程排出ガス中の VOC 除去の実証試験を実施し、

ほぼ 95％以上の分解除去率が得られたことなどを解説した。

観光地のホテルを原因とした広域に及ぶレジオネラ集団発生事例―岐阜県

小窪和博*, 中村良介*, 門倉(三輪)由紀子**, 白木 豊**, 横山敏之*** 

*岐阜県飛騨保健所
**岐阜県保健環境研究所

***久美愛厚生病院

病原微生物検出情報, 31, 207-209 (2010) 
 

高山市内の大手ホテル入浴施設を利用した宿泊客 8 名が，2009 年 10 月初旬から下旬にかけて発熱，

肺炎等を発症した．患者 1 名の喀痰から分離された Legionella pneumophila 株と浴槽水から分離された

菌株とでパルスフィールド・ゲル電気泳動法を実施したところ，同一の泳動パターンを示したため入

浴施設が原因であると判断した．飛騨保健所は，当該施設への立入指導，浴槽水等のレジオネラ属菌

検査，文書指導，関係団体への入浴施設の衛生管理に関する通知を行った．
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２ 学会等発表

○岐阜県の大気汚染状況

林 弘一郎，坂井至通（岐阜県保健環境研究所）

第19回環境化学討論会，2010年6月，春日井市

○通電発熱型VOC分解処理装置の開発について

大塚公人，西川治光，高原康光，三原利之，鈴木

崇稔，坂井至通（岐阜県保健環境研究所），井原

禎貴，若井和憲（岐阜大学），高木 修，常吉孝治

（ＴＹＫ(株)），加藤克吉（加藤電気炉材製造

（有））

第19回環境化学討論会，2010年6月，春日井市

○誤食中毒における原因究明マニュアルに関する研

究

～ 食用ユリ近縁植物のアルカロイド（リコリン、

ガランタミン、コルヒチン）分析 ～

南谷臣昭, 坂井至通（岐阜県保健環境研究所）

第56回東海公衆衛生学会学術大会, 2010年7月,

岐阜市

○農産物中のブトロキシジムの分析

南谷臣昭, 多田裕之, 菅原吉規, 大塚公人, 白木

康一, 原 信行（岐阜県保健環境研究所）

第100 回日本食品衛生学会学術講演会, 2010 年 9

月, 熊本市

○きのこ中毒事例におけるアマニタトキシンの分析

多田裕之，南谷臣昭，菅原吉規，原 信行（岐阜県

保健環境研究所）

第43回東海薬剤師学術大会，2010年11月，静岡

市

○SiCハニカム/触媒フィルター連結システムを利用

したVOC分解処理装置の開発 ―試作機の改良と

実証試験―

西川治光，高原康光（岐阜県保健環境研究所），

高木 修，常吉孝治（(株)ＴＹＫ），加藤克吉（加

藤電気炉材），井原禎貴，若井和憲（岐阜大学）

無機マテリアル学会第121回学術講演会，2010年

11月，仙台市

○地方環境研究所における循環型社会形成推進に係る

研究事例－リン資源の有効利用に関する調査－

岡 正人，佐々木正人，岡 隆史，金森信厚，西川治光

（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度全国環境研協議会廃棄物資源循環学会併

設研究発表会，2010年11月，金沢市

○LC/MS/MSによるアマニタトキシンの分析

多田裕之，南谷臣昭，菅原吉規，白木康一，原 信行

（岐阜県保健環境研究所）

第47回全国衛生化学技術協議会年会，2010年11月，

神戸市

○下水汚泥等から回収されたリン資源の有効利用に関

する研究

岡 正人，佐々木正人，金森信厚，岡 隆史，西川治光

（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度全国環境研協議会東海・近畿・北陸支部

廃棄物専門部会，2010年12月，名古屋市

○LC-MS/MSによるセレウリド分析について

南谷臣昭, 大塚公人, 菅原吉規, 原 信行, 坂井至通

（岐阜県保健環境研究所）

平成 22 年度地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支

部衛生化学部会, 2011年2月, 岐阜市

○指定薬物等のデータベース作成に関する検討

多田裕之，吉田一郎，神山恵理奈，吉田 勲，河村 博，

坂井至通（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海・北陸

支部衛生化学部会，2011年2月，岐阜市

○岐阜県における大気中の微小粒子組成の特徴

三原利之（岐阜県保健環境研究所），池盛文数

（名古屋市環境科学研究所）

第24回全国環境研協議会 東海・近畿・北陸支部

支部研究会，2011年2月，名古屋市

○平成２２年度岐阜県環境計量証明事業協会統一精度

管理調査の結果について

金森信厚，岡 正人，佐々木正人（岐阜県保健環境研
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究所）

平成22年度岐阜県環境計量証明事業協会統一精度

管理調査研修会，2011年2月，岐阜市

○東海・北陸におけるウイルス性胃腸炎の発生状況と

ウイルスの検出状況

葛口 剛（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸支

部微生物部会，2011年3月，福井市

○岐阜県における平成22年食中毒発生状況及び腸管

系病原細菌検出状況

野田万希子（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸支

部微生物部会，2011年3月，福井市

○酵素を用いないDNA抽出法（非酵素法）を用いたPFGE

解析について

野田万希子（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸支

部微生物部会，2011年3月，福井市

○岐阜県におけるインフルエンザの流行（2010/2011）

小林香夫（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸支

部微生物部会，2011年3月，福井市

○感染症発生動向調査（2010年 岐阜県）

葛口 剛（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸支

部微生物部会，2011年3月，福井市

○岐阜県におけるノロウイルスの検出状況

葛口 剛（岐阜県保健環境研究所）

平成22年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸支

部微生物部会，2011年3月，福井市



Ⅲ 業 務 概 要
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1 沿 革

昭和 23 年 3 月 衛生研究所開設（岐阜市司町 県庁内）

26 年 8 月 衛生研究所新築移転（岐阜市八ツ梅町）

40 年 4 月 衛生研究所に公害研究センターを新設

43 年 4 月 衛生研究所に公害研究所を付置

45 年 3 月 衛生研究所新築移転（岐阜市野一色）

45 年 4 月 公害研究所，衛生部より企画開発部へ所管換

47 年 4 月 公害研究所，企画開発部より環境局へ所管換

48 年 4 月 衛生研究所に薬事指導所を付置

49 年 12 月 公害研究所移転（岐阜市薮田）

57 年 4 月 公害研究所，環境部より生活環境部へ所管換

58 年 4 月 衛生研究所は衛生部より，公害研究所は生活環境部より衛生環境部へ所管換

平成 5 年 4 月 衛生研究所と公害研究所が組織統合により保健環境研究所に改称

8 年 4 月 保健環境研究所，衛生環境部より総務部に所管換

10 年 4 月 保健環境研究所，総務部より知事公室に所管換

11 年 4 月 薬事指導所を廃止

11 年 8 月 保健環境研究所新築移転（各務原市那加不動丘 1－1 健康科学センタ－内）

18 年 4 月 保健環境研究所，知事公室より総合企画部に所管換

19 年 4 月 健康科学担当を廃止

20 年 4 月 食品安全検査センターを新設

22 年 4 月 保健環境研究所，総合企画部より健康福祉部に所管換

2 運営概要

2.1 組 織

総務課 管理調整担当

保健科学部

所 長 生活科学部

環境科学部

食品安全検査センター

2.2 職 員 数

（平成 23 年 3 月 31 日現在）

区 分 定 員 実人員 実 人 員 内 訳

所 長 管 理 監 課 長 総 務 課 保健科学部 生活科学部 環境科学部 食品安全検査ｾﾝﾀ-

事 務 4 4 1 3

技 術 26 26 1 6 4 11 4

非 常 勤 専 門 職 4 4 2 1 1

計 34 34 1 1 3 8 4 12 5

2.3 分掌事務

総 務 課

・職員の人事服務に関すること.

・予算の編成，執行及び決算に関すること.

・岐阜保健所との連絡調整等に関すること.

・岐阜県健康科学センタ－（共用部分）の活用に関すること.

・県有財産及び物品の維持管理に関すること.
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・検査手数料の徴収に関すること.

保健科学部

・感染症発生動向調査事業（ウイルス及び細菌）の検査及び調査研究に関すること.

・エイズウイルス及びウイルス性肝炎の検査に関すること.

・インフルエンザの検査及び調査研究に関すること.

・ウイルス性食中毒の検査及び調査研究に関すること.

・感染症流行予測調査に関すること.

・つつが虫病等リケッチア感染症の血清学的検査及び調査研究に関すること.

・細菌性食中毒の検査及び調査研究に関すること.

・三類感染症の検査及び調査研究に関すること.

・レジオネラの検査及び調査研究に関すること.

・食品，薬品，飲料水等の細菌学的検査及び調査研究に関すること.

・クリプトスポリジウムの検査に関すること.

・バイオテロに関する検査に関すること.

・不明疾患の検査及び調査研究に関すること.

・保健所検査担当者の技術研修に関すること．

生活科学部

・医薬品に係る検査及び調査研究に関すること.

・医薬部外品に係る検査及び調査研究に関すること.

・化粧品に係る検査及び調査研究に関すること.

・医療機器に係る検査及び調査研究に関すること.

・医薬品等の生産技術及びＧＭＰバリデーションに関すること.

・薬物乱用防止に係る検査及び調査研究に関すること.

・家庭用品の検査及び調査研究に関すること.

・衛生動物及び昆虫の同定・駆除に係る調査研究に関すること.

・連携大学院の運営及び活用に関すること.

環境科学部

・環境放射能の測定及び調査研究に関すること.

・大気環境監視テレメータシステムの管理運営に関すること.

・大気環境測定車による環境大気の測定調査に関すること.

・ばい煙，粉じん等発生源についての調査研究に関すること.

・臭気対策技術の調査研究に関すること.

・国設酸性雨測定所の管理に関すること.

・東アジア酸性雨モニタリングネットワークに係る調査及び測定に関すること.

・地下水，河川水等の検査及び調査研究に関すること.

・未規制化学物質の測定調査に関すること.

・ダイオキシン類等微量化学物質の測定及び調査研究に関すること.

・一般廃棄物及び産業廃棄物の調査研究に関すること.

・廃棄物の処理技術，再資源化の調査研究に関すること.

食品安全検査センター

・食品中の残留農薬・残留抗菌剤等に係る検査及び調査研究に関すること．

・農薬の新規検査法の確立に関すること．

・食品添加物の検査及び調査研究に関すること．

・食品中のＰＣＢ・重金属に係る検査に関すること．

・食品中のアフラトキシンの検査に関すること．

・食品用器具及び容器包装の検査に関すること.

・食品に係る健康危機事案及び苦情食品の検査に関すること．

・保健所検査担当者の技術研修に関すること．
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2.4 職員名簿

（平成 23 年 3 月 31 日現在）

部 課 名 補 職 名 氏 名 備 考

所 長 坂 井 至 通

総 務 課 課 長

課 長 補 佐

主 査

主 任

宮 部 昌 幸

藤 沢 康 子

江 尻 靖 子

西 岡 多 江

保健科学部 部長研究員兼部長

主任専門研究員

専門研究員

主任研究員

研 究 員

小 林 香 夫

白 木 豊

葛 口 剛

野 田 万希子

野 田 伸 司 23.3.31退職

生活科学部 部 長

主任専門研究員

専門研究員

専門研究員

河 村 博

多 田 裕 之

吉 田 一 郎

神 山 恵理奈

環境科学部 部長研究員兼部長

主任専門研究員

同

同

専門研究員

主任研究員

同

同

同

研 究 員

西 川 治 光

田 中 耕

林 弘一郎

岡 正 人

岡 隆 史

佐々木 正 人

三 原 利 之

鈴 木 崇 稔

金 森 信 厚

高 島 輝 男

23.3.31退職

食品安全検査

センター

センター長

主任専門研究員

専門研究員

研 究 員

原 信 行

大 塚 公 人

菅 原 吉 規

南 谷 臣 昭

23.3.31退職

23.4. 1異動

主任研究員

研 究 員

古 田 紀 子

門 倉 由紀子

休職

休職

衛生環境技術指導員

衛生環境技術指導員

衛生環境技術指導員

衛生検査業務専門員

高 原 康 光

白 木 康 一

猿 渡 正 子

山 下 聖 子
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2.5 歳入及び歳出

［歳 入］ 単位：円

名 称 収 入 額 備 考

健康科学センター使用料

財産貸付収入

物品売払収入

受託事業収入

労働保険料等納付金

雑入（目的外使用料管理費外）

5,085,210

627,667

5,460

242,000

93,652

6,402,023

計 12,456,012

［歳 出］ 単位：円

款 項 目 節 決 算 額 備 考

一般管理費

財産管理費

科学技術振興費

医務総務費

医務費

保健環境研究費

保健所費

食品衛生指導費

生活衛生指導費

感染症予防費

薬務費

水道費

環境管理推進費

公害対策費

雇用促進費

2,197,191

10,844,295

182,883

152,326

324,000

135,821,288

426,605

28,996,957

553,226

3,105,841

2,238,249

91,140

1,438,430

23,780,584

479,938

計 210,632,953
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2.6 土地建物・施設

1) 土 地

所在地：各務原市那加不動丘 1-1

面 積： 12,320.63ｍ２

2) 建 物

室 名 面積（ｍ２）

屋上機械室 61.86

５ Ｆ 遺伝子解析実験室・安全実験室・血清研究室・無菌室

ウィルス研究室・培地調製室・細菌研究室・低温機器室

暗室・滅菌洗浄室・カンファレンスルーム

985.55

４ Ｆ 抗菌剤自然毒研究室・食品添加物研究室・薬品研究室

残留農薬研究室・バイオサイエンス研究室・遮光実験室

生活衛生研究室・生薬鑑定種子保存室・共通機器室

低温機器室・低温保存室・カンファレンスルーム

985.55

３ Ｆ 地球環境研究室・廃棄物研究室・蒸留水電気炉室

大気研究室・官能試験室・臭気研究室・共通機器室

恒温恒湿実験室・ドラフト室・カンファレンスルーム

985.55

２ Ｆ 水質研究室・揮発性物質前処理室・低温保存室

動物実験室・共通機器室

1,861.89

１ Ｆ 所長室・テレメーター室・微量化学物質分析室

環境放射能研究室・総務課事務室・会議室・図書室・書庫

情報コーナー

1,837.71

小 計 (6,718.11)

共通部分 ハイビジョンシアター・レファレンスホール 1,243.91

保健所棟 1,877.57

別棟（車庫） 135.22

小 計 (3,256.70)

合 計 9,974.81
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3 研究及び検査の概要

3.1 保健科学部

3.1.1 調査研究

1) 腸管出血性大腸菌の迅速・簡便な分子疫学解析法の検討に関する研究

（平成21年度～24年度）

感染症や食中毒の発生時には，感染源・感染経路を解明するため，菌の遺伝子型を利用した疫学解析（分子疫

学解析）が行われ，手法としてパルスフィールドゲル電気泳動法（PFGE 法）が一般に用いられている．しかし

PFGE 法は，検査に数日を要すること，手技が煩雑で熟練を要すること，再現性がやや劣るなどの問題点があった．

このため近年，PCR 法をベースとした迅速・簡便な方法が開発され，その有用性が検討されている．特に腸管出

血性大腸菌感染症では，全国的な増加や広域流通食品による食中毒の発生が問題となるなど，分子疫学解析の重

要性が増しており，より迅速・簡便でかつ解析能力の高い検査体制の整備が求められている．そこで，これらの

新しい検査法や PFGE 法の改良法などいくつかの手法について，その有用性や問題点の比較を行うことを目的とし

た検討を開始した．

平成 22 年度は，DNA に存在する縦列反復塩基配列（Variable-Number Tandem-Repeats:VNTR）を利用した

Multiple-Locus VNTR Analysis（MLVA 法）の条件設定を行った．設定した条件に従い，腸管出血性大腸菌 O157

保存株 147 株の繰り返し数を決定した．そのうち，事例代表株 72 株では 56 のパターンに分けることができた．

一方，繰り返し数が算出できなかった株・領域が少数ながら認められたことから，追加のプライマーでの解析等

が必要であることがわかった．

2）ウイルス感染症における重複感染の実態調査と主因病原体解明に関する研究

（平成 21 年度～24 年度）

感染症の原因特定時に，複数の病原体を検出する事例がある．複数の病原体の検出事例の頻度，及び重複感染

の起こる背景を把握するとともに，主因病原体を特定することを目的とし，多種のウイルスを検査対象として遺

伝子検索を行い，重複感染の実態を調査した．平成 22 年度，県内 15 定点病院において採取された 128 検体につ

いて，ウイルス分離・同定試験と遺伝子検索を行ったところ，２例の重複感染疑い例があった．１例目は感染性

胃腸炎・急性脳炎患者検体について咽頭ぬぐい液からアデノウイルス２型が分離され，同一患者の糞便からＡ群

ロタウイルス遺伝子が検出された．２例目は感染性胃腸炎患者糞便検体からエンテロウイルス 71 型を分離，同一

検体の遺伝子検査でノロウイルス GII 遺伝子が検出された．どちらの事例についても重複感染による影響の有無

は明らかになっていないが，更なる実態調査により病因究明の一助となることが期待される．

ノロウイルスは感染力が強く，ごく少量のウイルス摂取でも発症し，激しい嘔吐・下痢等の食中毒症状を呈す

る．感染者の吐物及び便には大量のウイルスが含まれること，症状軽減後もしばらくはウイルスが排出されるこ

とから，感染者が気付かないうちに食材や施設を汚染する危険性は高く，ウイルスに感染していた調理従事者か

らの二次的感染が疑われる事例は少なくない．本研究では，食中毒事例及び集団胃腸炎事例発生時に調理施設・

福祉施設の拭き取り検査などの汚染実態調査を積極的に行い，今後の食品衛生・感染症予防分野に役立てること

を目的としている．平成 22 年度は，拭き取り 60 検体，食品 13 検体，及び水５検体について検査を行い，７検体

（拭き取り７検体）からノロウイルス遺伝子を検出した．

3) 厚生労働科学研究費補助金による研究事業

厚生労働科学研究費補助金による下記研究事業の研究班に研究協力者として参加し，調査研究を行った．

１. 新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業

「新型薬剤耐性菌等に関する研究」 （平成 21 年度～23 年度）

２. 新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業

「食品由来感染症調査における分子疫学手法に関する研究」 （平成 21 年度～23 年度）



岐阜県保健環境研究所報 第 19 号(2011)

- 43 -

3.1.2 行政検査

［ウイルス関係］

1）感染症流行予測調査

①ポリオ感染源調査

健康者の糞便 52 検体について，RD18s 細胞，及び HeLa 細胞を用いてウイルス分離を実施した. ポリオウイ

ルスは今回分離されず，エコーウイルス 25 型が３例，エコーウイルス３型，コクサッキーウイルス A6 型，ア

デノウイルス２型がそれぞれ２例，コクサッキーウイルス B1 型，B4 型がそれぞれ１例ずつ分離・同定され，

同定不能ウイルスが２株分離された．

②インフルエンザ感染源調査

ブタ鼻腔ぬぐい液 100 検体について，MDCK 細胞を用いてインフルエンザウイルス分離を実施した．全て分離

陰性であった．

2) 不明疾患

集団かぜ事例において，咽頭ぬぐい液及び鼻腔ぬぐい液検体についてインフルエンザウイルス遺伝子検査

及びウイルス分離を実施した．32 人分 62 検体中 16 人分 29 検体からインフルエンザウイルス AH1pdm 遺伝子

が，５人分９検体からインフルエンザウイルス A香港型遺伝子が，７人分 15 検体からインフルエンザウイルス

Ｂ型遺伝子が検出された．ウイルス分離検査についてはインフルエンザウイルス AH1pdm１人分１検体を除く全

ての患者検体から遺伝子検査で検出されたウイルスが分離・同定された．また，A型肝炎の発生（IgM による検

出）が１件あり，遺伝子検査により A型肝炎ウイルス遺伝子を検出した．

3) 結核・感染症発生動向調査事業におけるウイルス検査

1． 当該事業のうち，ウイルス検査及び検査情報の提供，また，毎月開催される感染症サーベイランス解析小

委員会に参画した．検査結果は，地方感染症情報センター，各保健所，医療機関に報告し，ウイルスが分離，

同定されたときは国立感染症研究所に報告した．

2． 患者数 65 名，検体 128 件について検査した結果，インフルエンザウイルス AH1pdm が 12 検体，エンテロ

ウイルス 71 型が 12 株，エコーウイルス６型が７株，インフルエンザウイルス A香港型が４検体，アデノウ

イルス２型，ライノウイルス，インフルエンザウイルス B 型がそれぞれ１株分離・同定された．

また，遺伝子検査において A 群ロタウイルスが１検体，ノロウイルス GII が８検体，デングウイルス３型

が２検体，インフルエンザウイルス AH1pdm が 27 検体（14 人分），インフルエンザウイルス A香港型が８検

体（４人分），インフルエンザウイルス B型が２検体（１人分）から検出された．

3. 四類感染症（ツツガムシ病疑い）の６検体（２人分）について，遺伝子検査及び蛍光抗体法による抗体

価測定を実施した．結果は全検体陰性であった．

4) ウイルス性食中毒・集団胃腸炎発生原因検査

ノロウイルス遺伝子検出をRT-PCR法にて実施した．確認検査はTaqManリアルタイムPCR法を用いた（表１）．

また，ノロウイルスが検出されなかった２事例に対し，他の食中毒原因ウイルスの遺伝子検出及びウイルス

分離を実施した(表１；受付 No.７，９)．
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表１ ウイルス性食中毒検査状況

受付No 発生年月日 保健所 検査材料 検体数 RT-PCR検出数 確認検査陽性数

1 22. 3.27 岐阜 PCR産物 3 3

2 22. 4. 3 岐阜

西濃

PCR産物

拭き取り

井戸水

25

10

1

0

0

25

3 22. 4. 7 西濃

揖斐センター

PCR産物

拭き取り

8

6 1

8

1

(4) # 22. 5.19 関

岐阜

PCR産物

拭き取り

水(商品)

2

5

1

0

0

2

5 22. 6.15 西濃 PCR産物

拭き取り

井戸水

17

8

1

1

0

16

1

6 22. 7. 5 岐阜 PCR産物 9 9

7※ 22. 8.30 中濃 患者糞便

抽出RNA

9

9

0

0

8 22.10.31 中濃 PCR産物 2 2

9※ 22.11. 8 岐阜 患者糞便

抽出RNA

6

6

0

0

10 22.12. 4 飛騨 PCR産物

拭き取り

食品

19

8

12

0

5

19

0

11 23. 2.14 関 PCR産物 1 1

12 23. 2.17 岐阜 拭き取り 9 3 3

13 23. 3. 6 西濃 PCR産物

拭き取り

食品

井戸水

15

9

1

2

2

0

1

13

2

0

14 23. 3. 5 東濃 PCR産物

拭き取り

6

10 0

6

小計 PCR産物

抽出RNA

水

拭き取り

食品

107

15

5

65

13

0

1

7

5

104

0

7

0

合計 205 13 111

※ ノロウイルス陰性事例，他のウイルスも不検出

＃ (4)は食中毒事例ではない検査依頼

5) エイズウイルス抗体検査

免疫クロマトグラフィー法で迅速診断を行っている保健所から依頼のあった 11 検体について，PA（ゼラチン

粒子凝集）法で追加検査を行った（表２）．追加検査陽性２検体についてはウエスタンブロット法により確認
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検査を行った．

表２ エイズ検査状況

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

追加検査 1 1 2 1 2 2 2 11

6) Ｂ型肝炎ウイルス抗原及びＣ型肝炎ウイルス抗体検査

エイズウイルス抗体検査依頼者で，Ｂ型及びＣ型肝炎検査希望者に対し，免疫クロマトグラフィー法による

Ｂ型肝炎抗原，及びＣ型肝炎抗体のスクリーニング検査を実施した（Ｂ型肝炎 88 検体，Ｃ型肝炎 88 検体）．

7) 肝炎ウイルス相談・検査事業

Ｂ型肝炎 104 検体，Ｃ型肝炎 105 検体の検査依頼があり，免疫クロマトグラフィー法によるＢ型肝炎抗原，

及びＣ型肝炎抗体のスクリーニング検査を実施した（表３，４は 6)，7)の合計）．

表３ Ｂ型肝炎抗原スクリ－ニング検査状況

保 健 所 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

岐 阜

西 濃

関

中 濃

東 濃

恵 那

飛 騨

1

1

2

4

4

2

3

5

3

2

2

3

1

4

3

3

4

5

2

1

2

2

2

1

1

8

3

5

3

1

5

3

1

3

2

5

6

2

2

4

3

1

9

4

2

2

3

1

5

4

1

3

2

1

1

2

2

1

6

5

1

1

1

2

5

5

1

2

28

18

14

54

43

15

20

計 12 15 20 12 20 13 20 25 14 7 17 17 192

表４ Ｃ型肝炎抗体スクリ－ニング検査状況

保 健 所 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

岐 阜

西 濃

関

中 濃

東 濃

恵 那

飛 騨

1

1

2

4

4

2

3

5

3

2

2

3

1

4

3

3

4

5

2

1

2

1

2

2

1

1

8

3

5

3

1

5

3

1

3

2

5

6

2

2

4

3

1

9

4

2

2

3

1

5

4

1

3

2

1

1

2

2

1

6

5

1

1

1

2

5

5

1

2

28

18

14

54

43

16

20

計 12 15 20 13 20 13 20 25 14 7 17 17 193

8) 新型インフルエンザ検査（重症サーベイランス）

2009 年大流行した新型インフルエンザについて，厚生労働省からの通知に基づく「インフルエンザ重症サー

ベイランス」による遺伝子検査を行った．５人分の検体を検査し，３人分の検体からインフルエンザウイルス

AH1pdm 遺伝子を検出した．また，同時に行ったウイルス分離検査では，全て陰性であった．

9）新型インフルエンザにおける抗インフルエンザ薬剤耐性検査

国立感染症研究所からの依頼に基づき「新型インフルエンザの抗インフルエンザ薬剤耐性スクリーニング検

査」を実施した．集団かぜ・発生動向調査・重症サーベイランスで搬入され，インフルエンザウイルス AH1pdm
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陽性と判定された 33 検体について，分離株 29 株，臨床検体からの抽出 RNA４検体を用いて検査を行った結果，

分離株１株が抗インフルエンザ薬耐性マーカー遺伝子を有しており，国立感染症研究所における薬剤感受性検

査の結果，薬剤耐性であることが判明した．

10）麻疹ウイルス遺伝子検査

厚生労働省の通知に基づき，麻疹ウイルスの遺伝子全数検査を行った．５人分９検体について麻疹ウイルス

及び風疹ウイルス遺伝子の検出を行い，全て陰性であった．

［細菌関係］

1) 細菌性食中毒

保健所からの検査依頼事例（疑い含む）を表５に示した．

表５ 細菌性食中毒（疑い含む）検査状況

受付

No.

発生

年月日

保健所 菌名 または

検査材料

菌株

（検体）数

検 査 項 目

1 22. 3.18 岐阜 カンピロバクター 3 同定

2 22. 4. 2 西濃 カンピロバクター 3 同定

3 22. 4. 7 西濃 カンピロバクター 3 同定

4 22. 5.23 岐阜 セレウス菌 22 嘔吐毒合成遺伝子検出，下痢毒の検出

5 22. 7.18 岐阜 カンピロバクター 6 同定

サルモネラ 1 同定，血清型別

6 22. 8.10 西濃 カンピロバクター 4 同定

7 22. 8.31 飛騨 セレウス菌 155 嘔吐毒合成遺伝子検出，血清型別

8 22.10. 6 東濃 サルモネラ 40 同定，血清型別，

パルスフィールドゲル電気泳動

9 23. 2.17 恵那 食品

食品

2

2

黄色ブドウ球菌エンテロトキシンの検出

セレウス菌嘔吐毒の検出

10 23. 2.13 岐阜 カンピロバクター 4 同定

11 23. 2.22 西濃 カンピロバクター 2 同定

12 23. 3.22 西濃 カンピロバクター 1 同定

サルモネラ 1 同定，血清型別

合 計 249

2) 食中毒事故防止調査事業

県内の食鳥処理場に併設される食肉処理施設からの鶏肉６検体由来のカンピロバクター６株について同定を

行った．

3) レジオネラ属菌実態調査

県内入浴施設等の浴槽水 20 検体由来のレジオネラ属菌 95 株について，同定検査及び血清型別検査を実施し

た．その結果，すべての検体から Legionella pneumophila が検出された．血清型は，血清群 1（7検体），血

清群 6（7検体），血清群 5（5検体），及び血清群 UT（5検体）が多かった．

4) レジオネラ症患者発生に伴う検査

レジオネラ症患者発生に伴う保健所の調査において，患者利用施設の浴槽水等から検出されたレジオネラ属
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菌 47 株（８事例）について同定検査及び血清型別検査を実施した.

5) 三類感染症の検査

パラチフス A菌 1 株，赤痢菌 2 株について同定検査及び血清型別検査，また腸管出血性大腸菌 36 株について

同定検査，血清型別検査，及び志賀毒素検査を実施した．血清型別検査の結果は，赤痢菌が S. flexneri 2a

及び S. sonnei 各 1 株，腸管出血性大腸菌は O157:H7 が 26 株，O157:H-が 2 株，O26:H11 が 5 株，O103:H11 が

2 株，OUT:H19 が 1 株であった．

6) 結核・感染症発生動向調査事業による細菌検査

感染性胃腸炎３検体，A群連鎖球菌咽頭炎２検体，バンコマイシン耐性腸球菌１検体の検査を実施した．

7) 業態者検便由来株の血清型別検査

業態者検便由来のサルモネラ１株について，同定検査及び血清型別検査を実施した．

3.2 生活科学部

3.2.1 調査研究

1) 指定薬物の分析法に関する研究

（平成 21 年度～22 年度）

平成 19 年 4月より, 薬事法の改正に伴い指定薬物制度が施行され, 厚生労働大臣が指定した「指定薬物」の

うち23物質について, 液体クロマトグラフ－タンデム型質量分析装置 (LC-MS/MS)によるMS/MSスペクトルデー

タベースを作成した．また，健康食品中に違法に添加され健康被害を生ずる可能性のある 24 物質についても同

様にデータベースを作成した．LC は, カラムが ODS、移動相は酢酸アンモニウム－メタノール系を使用した．

なお, 他の衛生研究所に参考資料として供することも考慮し、LC-MS/MS のイオントラップ機能を使用したデ

―タとイオントラップ機能を使用しないデータとの両方を登録し作成した．

2) 下呂アマドコロの残留農薬試験研究（受託研究）

（平成 22 年度）

下呂地域で栽培されているアマドコロは，古来より漢方や機能性食品として利用されているが，その機能性を

新たな製品開発等に活用するための安全性評価試験の一つとして，残留農薬試験を実施した．その結果，栽培さ

れたアマドコロの地上部（葉茎）および地下部（根）のすべての検体から残留農薬が検出されなかった．

3) 連携大学院

岐阜薬科大学及び保健環境研究所との連携大学院の事業として, 岐阜薬科大学からは講師として微生物学研

究室の森裕志教授, 勝野眞吾学長, 薬草園研究室の酒井英二准教授, 薬理学研究室の山下弘高助教をお招きし,

「感染症を引き起こす微生物とレジオネラ症感染について」, 「疫学調査研究について」, 「大麻・けし等薬物

乱用防止対策, 鑑定手法等について」, 「食物アレルギー等について」の４課題をテーマとして, ５月, ８月,

11 月, ２月の４回に亘って学官連携ゼミを開催した.

3.2.2 行政検査

［薬品関係］

1) 医薬品等一斉取締における規格試験

1.溶出試験

ニトラゼパムを含有する医療用医薬品について，県内の医薬品卸売販売業者が保管する錠剤 10 製品及び細

粒１製品（先発医薬品３製品および後発医薬品８製品）の溶出試験を実施した．その結果，全て規格に適合し

ていた.
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2.医薬品

県内製造医薬品の内服固形製剤１検体（定量試験１項目）について収去検査を実施した．その検査結果は，

規格に適合した．

2) 無承認無許可医薬品に係る医薬品成分等の試験

いわゆる健康食品と称する無承認無許可医薬品の監視として， 県内のドラッグストアより買上された痩身目

的の健康食品 10 検体及び滋養強壮目的の健康食品 10 検体について, LC-MS/MS により検査を実施した．痩身目

的の検体については，フェンフルラミン，Ｎ－ニトロソフェンフルラミン，シブトラミン, マジンドール等 14

成分の検査（定量試験延べ 140 項目）を，滋養強壮目的の検体については，ヨヒンビン, シルデナフィル, バル

デナフィル, タダラフィル等９成分の検査（定量試験延べ 90 項目）を実施したが，全て検出されなかった．

3) 大麻草の有毒成分等の試験

県内大麻草栽培者から，種子採取用に残された大麻草 243 検体を収去し，幻覚成分であるΔ9-テトラヒドロカ

ンナビノール及び幻覚作用を有しないカンナビジオール（定量試験 486 項目）の試験を実施した．

4) 登録試験検査機関における外部精度管理

ファモチジン錠（10 mg）について，定量試験６回，含量均一性試験２回，システム適合性試験（分離度）２

回およびシステム再現性試験（相対標準偏差）２回を実施した．

［生活衛生関係］

1) 家庭用品試買検査

県内で販売されている繊維製品，家庭用洗浄剤など家庭用品 51 検体について，有害物質の含有量試験等のべ

63 項目の検査を実施した（表 6）．その結果，すべての製品が基準に適合していた．

表6 家庭用品検査内訳

検 体 検体数 検査項目 のべ項目数

乳幼児用繊維製品 よだれ掛け 6 ホルムアルデヒド 36

下着 2

寝衣 4

手袋 4

くつした 6

中衣 6

外衣 4

帽子 2

寝具 2

乳幼児用以外の

繊維製品

くつした 6 ホルムアルデヒド 11

下着 4

外衣 1

家庭用洗浄剤 2 水酸化カリウム又は水酸化ナト

リウム、容器試験（漏水試験、

落下試験、耐アルカリ性試験、

圧縮変形試験）

10

家庭用エアゾル製品 2 メタノール、テトラクロロエチ

レン、トリクロロエチレン

6

計 51 計 63
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2) 衛生害虫関係の検査

県内保健所からの依頼を受けて衛生害虫の鑑別を行った（５件）．その結果，それぞれの害虫はカバキコマチ

グモ，クロバネキノコバエ，ヒメマキムシ，ノシメマダラメイガ（幼虫）であると同定された．１件は，虫体の

損傷，変形が著しく，鑑別不能であった．

3.3 環境科学部

3.3.1 調査研究

1) 岐阜県における大気汚染物質の発生要因の解明と除去に関する基礎的研究

（平成 21 年度～22 年度）

「光化学オキシダント等大気汚染物質の発生要因の解明」として，県内の大気汚染常時監視測定局における大

気汚染物質濃度の長期的な傾向を検討したところ，二酸化硫黄、浮遊粒子状物質及び窒素酸化物は減少傾向にある

が，光化学オキシダントは増加傾向にあった．高濃度日の解析から，伊勢湾から内陸への海風が吹き，地域内の大

気汚染物質の発生と移流が複合されると，光化学オキシダント濃度が高くなる場合があると考えられる．また，光

化学オキシダントにより二次生成する浮遊粒子状物質(SPM)の挙動の解明を行うため，SPM の成分分析を行った．

「大気汚染物質の除去に関する基礎的研究」については，複合型光半導体の熱励起を利用した炭化水素等の大気汚

染物質の分解に関する基礎実験と排ガス浄化システムの検討を行った．

2) 下水汚泥等から回収されたリン資源の有効利用に関する研究 （平成 22 年度循環型社会形成推進科学研究費）

（平成 22 年度～24 年度）

世界的なリン資源の逼迫や主要産出国の輸出制限により，下水汚泥をはじめとする国内未利用・低利用資源から

のリン回収・活用が強く求められている．このような状況下で，岐阜市の下水処理施設でもリンの資源としての回

収が始まり，主に肥料としての再利用を検討している．しかし，工業用などさらに付加価値が高いリン資源の有効

利用が可能になればリンのリサイクルは飛躍的に増加するものと期待される．そこで，本研究ではリン資源の有効

利用特に環境浄化材料への応用を目的として，岐阜市北部プラントの協力を得て下水汚泥焼却灰から回収されたリ

ン酸塩化合物の具体的な利用を検討することとし，名古屋工業大学および太平化学産業(株)と共同で，回収された

リン酸塩化合物の組成・形態を調べるとともに，ヒドロキシアパタイトへの形態変換とその環境浄化材料（有機ガ

ス分解材料，染色排水脱色材）としての利用可能性を検討した．

3.3.2 委託調査

1) 東アジア酸性雨モニタリング調査（環境省委託）

伊自良湖が東アジア酸性雨モニタリングネットワークの生態影響調査地点に指定され，陸水調査，大気環境調

査，降下物調査を実施した（表 7）.
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表 7 調査項目等の概要

調査名 地 点 回 数 調 査 項 目 延項目数

陸水 湖沼水

河川

2

4

年4回 pH, EC, アルカリ度，

Na＋，K＋，Ca2＋，Mg2＋,

SO4
2－，NO3

－，Cl－，Chl-a 等

684

底質 1 年1回 NH4
＋， SO4

2－，NO3
－ 等

湿性降下物 1 1週間毎 pH，EC，SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋，

K＋，Na＋，Ca2＋，Mg2＋ ，雨量

572

乾性降下物 1 毎時測定 NO，NO2 ，SO2 ，O3 ，SPM

気象データ（気温，湿度，風向，風速，日射量）

1,095

乾性降下物

（フィルターパック法）

1 2週間毎 NH3, HNO3, HCl, SO2, SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋，

K＋，Na＋，Ca2＋，Mg2＋ 等

312

2) 化学物質環境実態調査（環境省委託）

環境中に残留している可能性のある化学物質の挙動及び実態を把握するため，表 8に示す調査を実施した.

表 8 化学物質環境汚染実態調査の概要

調査名 調査地点 調 査 項 目

モニタリング調査 (POPs条約

対象物質等の経年的なモニタ

リング調査)

各務原市

（岐阜県保健環境研究所)

ＰＯＰｓ等26物質群，

N,N’-フェニル-p-フェニレンジアミン類

初期環境調査 (PRTR制度候補

物質等の環境残留状況を把握

するための調査）

各務原市

（岐阜県保健環境研究所)

酢酸－２－エトキシエチル

詳細環境調査 (化審法第２種

特定化学物質選定のための環

境残留実態把握調査)

各務原市

（岐阜県保健環境研究所)

メチレンビス(4,1-シクロヘキシレン)＝ジイソシ

アネート

3) 環境放射能水準調査（文部科学省委託）

環境中における人工放射性物質の蓄積状況の把握及び住民の被曝線量の推定を主な目的として，平成２年度か

ら調査を実施している. 平成 22 年度における平常時の環境放射能測定の概要は表 9 のとおりであり，異常値等は

認められなかった. また，東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴うモニタリング強化

（緊急時の環境放射能測定）の概要は表 10 のとおりであり，異常値等は認められなかった．

表 9 環境放射能水準調査内訳（平常時）

事 業 項 目 測定地点数 測 定 対 象 延測定回数 備 考

全ベ－タ放射能測定調査 1 雨水 59 降雨毎

核種分析調査 10 大気浮遊じん，降下物，土壌

陸水，精米，野菜，茶，牛乳

25 野菜は大根と

ホウレン草

モニタリングポストによる

空間線量率調査

1 大気（ガンマ線） 365

（連続）
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表 10 環境放射能水準調査内訳（緊急時）

事 業 項 目 測定地点数 測 定 対 象 延測定回数 備 考

核種分析調査 1 降下物，蛇口水 25 3/18-

モニタリングポストによる

空間線量率調査

1 大気（ガンマ線） 20

（連続）

3/12-

4) 岐阜県環境計量証明事業協会統一精度管理調査（岐阜県環境計量証明事業協会技術支援）

調査参加機関における分析手法や分析技術の改善に貢献し，環境測定データの信頼性の確保に資することを目

的として，県内の環境測定に従事する 10 事業所を対象とした統一精度管理調査を実施した（表 11）．

表 11 岐阜県環境計量証明事業協会統一精度管理調査の概要

調査試料 調 査 項 目

模擬水質試料２種類 ふっ素，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の分析値と分析に係

る諸条件

3.3.3 行政検査

［大気関係］

1) アスベスト建材除去作業現場及び一般環境実態調査

平成 18 年度から飛散性及び非飛散性アスベスト建材除去作業現場の実態調査を実施して，周辺環境への影響を

監視している．また，県内 5 地点の一般大気環境測定を実施し，大気中アスベスト濃度の把握に努めている（表

12）．

表 12 アスベスト実態調査内訳

実 施 区 分 測定事業所数または測定地点数 延検体数

飛散性アスベスト建材除去作業現場 5 12

一般大気環境測定 5 15

2) 大気環境監視テレメータシステム

現在，県下 18 地点の大気環境自動測定局（自動車排出ガス測定局４局を含む.)で常時監視を行っている. 平成

22 年度の環境基準達成状況は，二酸化窒素の全ての測定局で基準を達成したが，二酸化硫黄は岐阜中央局及び岐

阜南部局が１時間のみ環境基準値を超過した．浮遊粒子状物質は，岐阜南部局が１時間のみ環境基準値を超過し

た．また，光化学オキシダントは，前年度と同様に 12 局全てが環境基準値を超過した．これら各測定局の毎時デ

ータは，インターネットで情報提供している（表 13）．
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表 13 大気環境測定局及び測定項目一覧表

地 域 測 定 局

名 称

測 定 項 目

二酸化

硫 黄

浮遊粒

子 状

物 質

窒素酸化物 光化学

オキシ

ダント

一酸化

炭 素

炭化水素 風向

風速一酸化

窒素

二酸化

窒素

非ﾒﾀ ﾝ メタン

岐 阜

岐 阜 中 央 ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐 阜 南 部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐 阜 北 部 ○ ○ ○ ○ ○

岐阜明徳自排 ○ ○ ○ ○

各 務 原 ○ ○ ○ ○ ○ ○

西濃・羽島

大 垣 中 央 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 垣 南 部 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 垣 自 排 ○ ○ ○ ○

羽 島 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 濃 美 濃 可 茂 ○ ○ ○ ○ ○ ○

可 児 自 排 ○ ○ ○ ○

東 濃

土 岐 ○ ○ ○ ○ ○

土 岐 自 排 ○ ○ ○ ○

瑞 浪 ○ ○ ○

笠 原 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 津 川 ○ ○ ○ ○

飛 騨 高 山 ○ ○ ○ ○ ○ ○

乗 鞍 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3) 大気環境測定車による調査

大気環境測定車「あおぞら号」により，大気環境自動測定局未設置地域２地点における一般環境調査（表 14）

と，国道の周辺１地点における交通公害調査（表 15）を実施した. なお，乗鞍スカイライン（畳平）については，

マイカー規制実施に伴う大気環境調査として実施している.調査結果は，一般環境調査及び交通公害調査とも前年

度と比較して大差なかった．

表 14 一般環境調査地点 表 15 交通公害調査地点

地 域 調 査 地 点 道 路 名 調 査 地 点

中 濃 中濃総合庁舎 国道19号 多治見市文化会館

飛 騨 乗鞍スカイライン(畳平) １路線 １地点

２地点（２市）

［水質関係］

1) 水質環境基準監視測定（地下水）

水質汚濁防止法第 16 条１項の規定による水質測定計画に基づいて，地下水の概況調査（メッシュ方式）57 地

点，モニタリング調査 49 地点について環境基準項目の測定を実施した. 延べ項目数は 1,615 であった（表 16）.
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表 16 地下水の水質基準監視測定の概要

振興局およ

び事務所

概況調査

(メッシュ方式)

モニタリング調査 延項目数

岐 阜

西 濃

揖 斐

中 濃

中 事

東 濃

恵 那

飛 騨

3

4

3

8

12

3

10

14

9

6

0

11

7

20

1

3

90

114

81

227

332

118

271

382

合 計 57 57 1,615

2) 河川水、土壌および地下水の汚染事故による調査

羽島市，山県市，各務原市，大垣市，川辺町，恵那市，高山市ならびにその他で明らかにされた硫酸銅，六価

クロム，総水銀，砒素, 鉛，テトラクロロエチレン，ベンゼン，ふっ素，硝酸性窒素および亜硝酸性窒素等によ

る河川水，土壌ならびに地下水汚染事故に伴い，周辺の河川水や地下水の水質検査を実施した. 延件数 897 件，

延項目数は 1,595 であった（表 17）.

表 17 河川・土壌・地下水汚染事故に伴う調査の概要

振興局およ

び事務所
市町村 件数 延項目数 測 定 項 目

岐 阜

西 濃

中 濃

飛 騨

恵 那

羽島市，山県市，

各務原市

大垣市

加茂郡川辺町

高山市

恵那市

136

320

93

26

322

150

640

279

26

500

全ｼｱﾝ，六価ｸﾛﾑ，砒素，鉛，総水銀，

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ，pH，銅，

六価ｸﾛﾑ，砒素，鉛，ふっ素

六価ｸﾛﾑ，鉛，ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

ふっ素

砒素，鉛，硝酸性窒素および亜硝酸性窒素

ふっ素

合 計 897 1,595

3) フェロシルトによる土壌汚染事故に伴う地下水・土壌調査

中津川市，本巣市，その他で明らかにされたフェロシルト埋設地周辺の河川水・地下水調査，土壌の溶出試験

を実施した. 延件数 31 件，延項目数は 60 であった.

［廃棄物関係］

1) リサイクル認定製品調査

岐阜県リサイクル認定製品について，社会的信頼性の確保のための安全性を確認するため，既認定製品及び新

規認定製品についての検査を実施した（表 18）．
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表 18 リサイクル認定製品の調査概要

検 体 数 延項目数

既認定製品 32 316

新規認定製品 13 135

合計 45 451

［微量化学物質関係］

1) ダイオキシン類モニタリング調査

ダイオキシン類対策特別措置法第 26 条第 1項の規定に基づき，県内の環境大気，河川水，地下水，河川底質，

発生源周辺土壌中のダイオキシン類を測定した（表 19）.

表 19 ダイオキシン類モニタリング調査

調査内容 地点数 検体数

一般

調査

環境大気 3 6

河川水

河川底質

6 6

4 4

地下水 3 3

発生源周辺土壌 12 12

追跡

調査

河川水 2 8

河川底質 2 2

合 計 32 41

3.4 食品安全検査センター

3.4.1 調査研究

1) 食品・添加物等規格基準に関する試験検査等について(厚生労働省受託研究)

（平成 22 年度）

食品中に残留する農薬，動物用医薬品等の対策として，厚生労働省では従来から食品中の残留基準の整備拡充

を行っており，平成 18 年５月にはポジティブリスト制度が施行された．これに伴い，「残留農薬分析法検討会」

が設置され，残留基準の設定された農薬等の一斉分析法，個別分析法の検討が行われている．当所も委員の一員

として参画し，平成 22 年度は，公定試験法が定まっていない農薬「プロベナゾール」個別試験法の開発を行った．

2）蜂蜜中の残留動物用医薬品等の多成分分析法に関する研究

（平成21年度～22年度）

本県は近代養蜂の発祥の地として, 養蜂業が盛んであるが, ミツバチの疾病予防のために動物用医薬品が使用

されることがあり, 蜂蜜への残留が懸念されている. 残留農薬等のポジティブリスト制度の施行に伴い, 動物用

医薬品についても微量レベル（0.01ppm）の基準値への適否を判定する高感度分析が求められている. 蜂蜜は水分

含量の少ない濃縮された天然食品で, 夾雑成分を多く含んでおり, 現在これに応え得る多成分分析法は確立され

ていない. 平成 21 年度は高速液体クロマトグラフタンデム型質量分析計（LC-MS/MS）の測定条件及び蜂蜜からの

動物用医薬品の抽出・精製法の検討を行った. 平成 22 年度は抽出・精製法の検討を引き続き行い, 確立された試

験法の妥当性を評価した. 試験法の有効性を検証するため, 市販の蜂蜜 16 品について実態調査を行った.

3.4.2 行政検査

1) 残留抗生物質検査

抗生物質は，動物用医薬品として畜水産動物の感染治療や予防に用いられるほか，飼料の栄養成分の有効利
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用を促進する目的で，飼料添加物としても使用されている．この中で使用量の多い抗生物質について牛乳 11

検体中のオキシテトラサイクリン，クロルテトラサイクリン及びテトラサイクリンについて残留検査を実施し

た結果，いずれの検体からも抗生物質は検出されなかった．

2) 残留合成抗菌剤

国内で生産されている鶏卵 11 検体（県内産９検体，県外産２検体）について，サルファ剤５種（スルファチ

アゾール，スルファメラジン，スルファジミジン，スルファモノメトキシン，スルファジメトキシン）とトリ

メトプリムの残留検査を実施した結果，いずれも不検出であった．

3) 重金属検査

県内で生産された玄米３検体についてカドミウムの検査を行った．その結果，0.02ppm(1 検体)，0.03ppm（２

検体）であり，成分規格基準（1.0ppm 未満）に適合していた．

4) 残留農薬検査

食品衛生法の残留農薬基準が大幅に改正され，新たにポジティブリスト制の導入がなされ，平成 18 年 5月

29 日から施行された．平成 22 年度はポジティブリスト制の導入により，前年度より項目数を増やして検査を

行った．

平成 22 年度は県内産農産物 65 検体，県外産農産物２検体，牛乳４検体の計 71 検体について延べ 13,142 項

目の検査を実施した. その結果，いずれの検体からも基準値以上の農薬は検出されなかった（表 20）.

表 20 残留農薬の検査結果

試 料 名 検体数 検査項目数 検 査 結 果

県内産野菜 44 8,528 ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.008～0.057ppm/3検体), ｲﾌﾟﾛｼﾞｵﾝ(1.5ppm/1検体)，ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ(0.0

84ppm/1検体), ｷｬﾌﾟﾀﾝ(0.087ppm/1検体),ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ(0.039ppm/1検体), ｼﾗﾌﾙｵﾌｪﾝ

(0.035ppm/1検体),ﾄﾘｸﾛﾙﾎﾝ(0.014～0.16ppm/2検体),ﾄﾙｸﾛﾎｽﾒﾁﾙ(0.0032ppm/1検体

),ﾋﾟﾘﾀﾞﾍﾞﾝ (0.005ppm/1検体), ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ(0.003ppm/1検体), ﾌｪﾝﾋﾟﾛｷｼﾒｰﾄ(0.012

ppm/1検体),ﾌﾙﾌｪﾉｸｽﾛﾝ(0.022ppm/1検体),ﾍﾟﾝﾃﾞｨﾒﾀﾘﾝ(0.004～0.007ppm/2検体),ﾎ

ﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.089ppm/1検体),ﾏﾗﾁｵﾝ(0.002ppm/1検体), ﾐｸﾛﾌﾞﾀﾆﾙ(0.0087ppm/1検体)

県内産果実 16 3,208 ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.008～0.026ppm/2検体),ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.028ppm/1検体),ｴﾄｷｻｿﾞｰﾙ(0.

012ppm/1検体),ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ(0.003～0.015ppm/2検体), ｼｱｿﾞﾌｧﾐﾄﾞ(0.062ppm/1検体

),ｼﾞﾌｪﾉｺﾅｿﾞｰﾙ(0.049ppm/1検体), ﾃﾄﾗｼﾞﾎﾝ(0.003ppm/1検体),ﾋﾞﾃﾙﾀﾉｰﾙ(0.004ppm

/1検体), ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0.0005ppm/1検体),ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.014ppm/1検体), ﾌｪﾅﾘﾓﾙ(0

.004ppm/1検体) , ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ(0.004ppm/2検体), ﾌｪﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾄﾘﾝ(0.062～0.074ppm/2

検体),ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪｼﾞﾝ(0.005ppm/1検体),ﾌﾟﾛﾁｵﾎｽ(0.0015ppm/1検体),ﾍｷｻｺﾅｿﾞｰﾙ(0.00

3ppm/1検体),ﾍｷｼﾁｱｿﾞｸｽ(0.061ppm/1検体), ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.027ppm/1検体)

県内産穀類 ３ 606 ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ(0.003ppm/1検体)

県内産 茶 ２ 380 ｱｸﾘﾅﾄﾘﾝ(0.006ppm/1検体)

県外産農産物 ２ 404 全て不検出

牛 乳 ４ 16 全て不検出

5) PCB 検査

PCB 汚染として最も重要なものとして考えられる食品のうち，鶏卵２検体について検査を実施した. 測定結果

はすべて不検出であった（表 21）.
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表 21 食品中に残留する PCB

食 品 名 検 体 数 検 査 結 果 暫定的規制値

鶏 卵 ２ 不検出 0.2ppm

6) 陶磁器製器具の規格試験

県内産陶磁器製品 45 検体についてカドミウム及び鉛の溶出試験を行った結果を表 22 に示した．カドミウム及

び鉛について，全ての検体で規格に適合していた．

表 22 陶磁器の規格及び検査結果

区 分 規 格

不適/検体鉛 カドミウム 鉛 カドミウム

深形のもの

(深さ2.5 cm以上)

容量1.1ç以上 1ppm 0.25ppm 0／ 5 不検出 不検出

容量1.1ç未満 2ppm 0.5ppm 0／26 不検出～0.5ppm 不検出～0.05ppm

浅形のもの(深さ2.5 cm未満) 8μg/cm2 0.7μg/cm2 0／14 不検出 不検出

7) 輸入食品の検査

1. 残留農薬検査

野菜 37 検体，果実６検体，豆類 15 検体，熱帯産果実 11 検体，かんきつ類果実８検体，穀類２検体，種実類

３検体，茶２検体の計 84 検体について延べ 16,584 項目の残留農薬の検査を実施した. 全ての検体から基準値

以上の農薬は検出されなかった(表 23)．

表 23 残留農薬の検査結果

試料名 検体数 検査項目数 検査結果 試料名 検体数 検査項目数 検査結果

アーモンド

小豆

アスパラガス

ウーロン茶

えんどう

かぼちゃ

グリンピース

紅茶

さといも

しいたけ

しょうが

じゅんさい

1

1

4

1

1

4

1

1

2

1

2

１

202

202

796

190

190

784

202

190

404

190

392

202

不検出

不検出

ﾌﾞﾛﾏｼﾙ(0.001ppm/1検体)

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.12ppm/1検体),

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.15ppm/1検

体), ｴﾝﾄﾞｽﾙﾌｧﾝ(0.083ppm/1

検体),ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ(0.013ppm/

1検体), ﾌｪﾉﾌﾞｶﾙﾌﾞ(0.034pp

m/1検体),ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪｼﾞﾝ(0.29p

pm/1検体)

不検出

ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0.0054ppm/1検体)

, ﾐｸﾛﾌﾞﾀﾆﾙ(0.021ppm/1検体

)

不検出

ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ(0.008ppm/1検体),

ｴﾝﾄﾞｽﾙﾌｧﾝ(0.064ppm/1検体)

不検出

不検出

不検出

不検出

ごま

小麦粉

ぶどう

オレンジ

グレープフルーツ

2

2

2

1

4

380

404

392

190

784

不検出

ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽﾒﾁﾙ(0.0009～0.0038

ppm/2検体)

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.008～0.16ppm

/2検体), ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0.0006pp

m/1検体), ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.13

ppm/1検体), ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.23pp

m/1検体),ﾌｪﾝﾋﾟﾛｷｼﾒｰﾄ(0.012

ppm/1検体),ﾌｪﾝﾍｷｻﾐﾄﾞ(0.035

ppm/1検体)ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪｼﾞﾝ(0.004

ppm/1検体)

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(1.4ppm/1検体),ﾁｱﾍﾞﾝ

ﾀﾞｿﾞｰﾙ(0.83ppm/1検体)

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(0.30～5.0ppm/4検体)

, ｵﾙﾄﾌｪﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ(0.05～2.0pp

m/2検体), ﾁｱﾍﾞﾝﾀﾞｿﾞｰﾙ(0.39

～0.085ppm/2検体), ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎ

ｽ(0.014～0.038ppm/2検体),ﾋ

ﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.013～0.021ppm

/2検体), ﾋﾟﾘﾌﾟﾛｷｼﾌｪﾝ(0.001

3～0.0089ppm/2検体)
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試料名 検体数 検査項目数 検査結果 試料名 検体数 検査項目数 検査結果

たけのこ

たまねぎ

とうもろこし

にんじん

にんにく

ニンニクの芽

パプリカ

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ

ほうれんそう

れんこん

大豆

ねぎ

2

1

3

1

3

2

2

4

3

1

3

1

392

190

606

190

582

404

392

796

606

202

606

190

不検出

不検出

不検出

ﾄﾘｱｼﾞﾒﾉｰﾙ(0.038ppm/1検体)

不検出

ﾌﾟﾛｼﾐﾄﾞﾝ(0.01～0.02ppm/2

検体),ﾍﾟﾝﾃﾞｨﾒﾀﾘﾝ(0.002ppm

/1検体)

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.007ppm/1検

体), ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.028～0.0

86ppm/2検体), ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ

(0.13ppm/1検体), ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙ

ﾌﾞ(0.073ppm/1検体),ｲﾌﾟﾛｼﾞ

ｵﾝ(0.27ppm/1検体),ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋ

ﾟﾙ(0.047～0.073ppm/2検体)

, ﾁｱｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.10ppm/1検体

),ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ(0.078ppm/1検体)

, ﾋﾟﾘﾀﾞﾍﾞﾝ(0.041ppm/1検体

),ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.12～0.23ppm/2

検体)

ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.062ppm/1検

体), ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪｼﾞﾝ(0.005ppm/

1検体)

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.005ppm/1検

体),ﾌﾙﾌｪﾉｸｽﾛﾝ(0.031ppm/1

検体)

不検出

不検出

不検出

ライム

レモン

アボカド

キウイ

ﾊﾟｲﾅｯﾌﾟﾙ

バナナ

パパイヤ

ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ

メロン

いんげん

えだまめ

バター豆

1

2

4

1

4

2

1

1

2

3

5

1

190

392

796

190

784

392

190

202

404

606

998

190

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(0.33ppm/1検体), 2,4

D(0.009ppm/1検体)

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(2.3～2.8ppm/2検体),

2,4D(0.13ppm/1検体) , ｸﾛﾙ

ﾋﾟﾘﾎｽ(0.016ppm/1検体) , ﾁｱ

ﾍﾞﾝﾀﾞｿﾞｰﾙ(0.69ppm/2検体)

ﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(0.007ppm/1検体)

不検出

不検出

ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽ(0.046ppm/1検体)

不検出

ｷｬﾌﾟﾀﾝ(0.029ppm/1検体), ｼﾌ

ﾟﾛｼﾞﾆﾙ(0.06ppm/1検体), ﾋﾟﾗ

ｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.008ppm/1検体),

ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.055ppm/1検体) ,

ﾏﾗﾁｵﾝ(0.002ppm/1検体)

ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0.0034～0.0067ppm

/2検体), ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.007

ppm/2検体)

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.010ppm/1検体),

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.005ppm/1検体

),ﾄﾘｱｼﾞﾒﾉｰﾙ(0.010～0.012pp

m/2検体)

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.009ppm/1検体),

ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙﾌﾞ(0.018ppm/1検体)

, ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ(0.033～0.064

ppm/2検体)

不検出

2. 食品添加物検査

わが国は，食料品の多くを海外に依存しているが，それらに使用される食品添加物の使用基準は国際的に不

統一であるため，国内基準に合わない食品が輸入販売されている可能性がある. そこで，検疫所における検査

結果等から，違反事例の多い項目を重点的に選んで，表 24 に示す検査を 21 検体について実施した. その結果，

すべて基準に適合していた．
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表 24 輸入食品中の食品添加物検査結果

食 品 名 原 産 国 検体数 検査項目数 検査項目 検査結果

菓 子 オーストリア

スペイン

スウェーデン

フィリピン

デンマーク

アメリカ

1

1

1

1

1

1

12 サイクラミン酸

tert-ﾌﾞﾁﾙﾋﾄﾞﾛｷﾉﾝ

不検出

不検出

漬 物 中国 2 5 サイクラミン酸 不検出

シロップ漬け インドネシア

中国

1

1

清涼飲料水 南アフリカ 1

オレンジ オーストラリア 1 20 ｵﾙﾄﾌｪﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

ﾁｱﾍﾞﾝﾀﾞｿﾞｰﾙ

不検出～0.002 g/kg

不検出～0.0009 g/kgグレープフルーツ 南アフリカ

アメリカ

2

2

レモン アメリカ 2

ライム メキシコ 1

バナナ フィリピン 2

合 計 21 37

3. 残留抗生物質検査

輸入ハチミツ５検体について残留抗生物質（オキシテトラサイクリン，クロルテトラサイクリン，テトラサ

イクリン）の検査を実施した結果，すべて不検出であった.

4. 残留合成抗菌剤検査

輸入ウナギ加工品３検体についてマラカイトグリーン，ロイコマラカイトグリーンの残留検査を実施した結

果すべて不検出であった．また輸入エビ８検体についてサルファ剤５種（スルファチアゾール，スルファメラ

ジン，スルファジミジン，スルファモノメトキシン，スルファジメトキシン）とトリメトプリムの残留検査を

実施した結果，いずれも不検出であった．

5. アフラトキシン検査

アフラトキシンは，代表的なカビ毒であり，ナッツ類，香辛料等に含有されている可能性がある. そこで

輸入ナッツ類５検体，赤唐辛子２検体についてアフラトキシンの検査を実施した結果，いずれの食品からも

検出されなかった．

6. リステリアの検査

輸入ナチュラルチーズ５検体についてリステリア菌の分離検査を実施した結果，いずれの検体からも検出

されなかった.

8) 遺伝子組換え食品検査

ジャガイモ加工品(８検体），輸入大豆（８検体），トウモロコシ穀粒および加工品（16 検体）の検査を実施

した．いずれも組換え遺伝子は不検出であった．



岐阜県保健環境研究所報 第 19 号(2011)

- 59 -

9) 特定原材料(アレルギー物質）検査

表示以外の特定原材料物質の使用の有無について，確認の検査を実施した．小麦（12 検体），乳（11 検体），

そば（９検体）の検査を実施した結果，そばの検査で１検体が陽性であった．

10) 緊急検査

食品中の化学物質が原因と思われる食中毒事例及び異味・異臭等の苦情に係る食品について，保健所からの

依頼検査を実施した.

平成 23 年 1 月，スキー場でたこ焼きを食べた６名が気分の悪さを訴え病院で診察を受けた．６名は同一グル

ープで 25～26 歳（男性４名、女性２名）．症状はいずれも軽く悪心のみでおう吐・下痢などの症状はなかった．

患者から，たこ焼きを食べた際，天かすからシンナーのような異臭がしたとの申し出があったため，検査を行

った結果，トルエンなどの刺激臭の原因となる有機溶剤成分を検出した．

平成 23 年 2 月には，中学校で調理実習喫食後，体調不良（嘔吐，吐気）を訴える事例が発生した．発症が短

時間であるため，毒素型の食中毒が疑われ，セレウリドの検査を実施したが，検出されなかった．
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4 技術指導及び支援

4.1 保健所検査担当者等の研修

年 月 日 研 修 内 容 受 講 者 担当部

H22年 5月 7日 平成22年度公害関係立入検査務研修会（講義，実習）
振興局環境課
職員等(30名)

環境科学部

6月 3日
～ 6月 4日

第1回保健所試験検査担当者研修会（講義，実習）
保健所等
(7名)

保健科学部

10月21日
～ 10月22日

第2回保健所試験検査担当者研修会（講義，実習）
保健所等
(7名)

食品安全検査ｾﾝﾀｰ

H23年 2月18日 第3回保健所試験検査担当者研修会（講義）
保健所等
(23名)

保健科学部
食品安全検査ｾﾝﾀｰ

4.2 講師派遣

「研修講師等」

年 月 日 内 容 場 所 受 講 者 担当者
H22年 9月10日

～ 9月11日
薬剤耐性菌解析機能強化技術研修会 武蔵村山市

地方衛生研究所研究員
(27名)

白木(豊)

11月22日 環境医学(集中講義) 岐阜大・医 医学部６年生 (80名) 高原

H23年 3月 7日 環境医学(集中講義) 岐阜大・医 医学部２年生 (80名) 高原

「出前講演」

年 月 日 内 容 場 所 受 講 者 担当者

H22年 5月18日 ウイルスによる感染症について 各務原市
ライフカレッジ那加東
受講生（46名）

葛口

5月19日 ウイルスによる感染症について 各務原市
ライフカレッジ那加東
受講生（38名）

葛口

6月 1日 生活の中のにおい 北方町 北方南小PTA（30名） 高原

6月 4日 水と環境 安八町
安八町立登龍中学校
1年生（133名）

岡(正)
佐々木

6月11日
・身近な環境問題と地球環境
・新エネルギー・省エネルギー

各務原市
岡村機工（株）社員
（27名）

西川
林

7月 6日 カワゲラウｵッチング 海津市
海津市立城山小学校
4年生（52名）

岡(正)
鈴木

佐々木

9月 3日 保健環境研究所の紹介 岐阜市
分析化学会岐阜地区講演会
参加者（20名）

西川

10月18日
10月25日
10月26日
11月 1日

ＶＯＣ処理技術と分解処理装置の開発

富山市
四日市市
名古屋市
岐阜市

中部経済産業局VOC対策セ
ミナー受講者（計140名）

西川
高原

11月12日 食品安全・安心シンポジウム 各務原市
一般市民
(66名)

原

「所内見学」

年 月 日 団 体 名 人 数 見学先

H22年 6月17日 各務原市 動く市民教室「食の安全・安心について」 23 食品安全検査ｾﾝﾀｰ

10月12日 御嵩町生涯学習講座「食の安全・安心について」 50 食品安全検査ｾﾝﾀｰ

H23年 1月27日 岐阜大学応用生物科学部獣医学科課程学生 33 所全体
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4.3 研修生の受入

年 月 日 研 修 内 容 受 講 者 担当者

H22年 4月13日

～H23年 3月31日
フロン類の分析技術 上田石灰製造㈱ 武田智也 岡（隆）

H22年 7月 2日

～H23年 3月31日
ＶＯＣガスの測定方法 ㈱ヤマセ 大森江理 西川

H22年 8月30日

～ 9月 3日
地下水汚染の現状と分析方法 岐阜大学学生 遠藤雄一郎

岡（正）

佐々木

金森

H22年 9月13日

～ 9月17日
微生物検査業務

岐阜大学学生

(応用生物科学部獣医学課程)
小林

4.4 技術支援（現場での指導等）

年 月 日 研 修 内 容 受 講 者 担当者

H22年 6月10日 亜炭による果物の鮮度保持について (株)トーケンヒロミ 高原

6月25日 塩素ガス簡易測定方法について (財)公衆衛生検査センター 西川

6月29日

～H23年 3月 3日

岐阜県医薬品等ＧＸＰ研究会

・総会

・医薬品等ＧＶＰ、ＧＱＰ、ＧＭＰに関連した

「教育訓練」に関する調査研究及び「教育訓練手

順書・教育訓練教材」を作成

・成果報告会

岐阜県医薬品等ＧＸＰ研究

会
多田

H22年 7月29日

9月 8日
VOC及び悪臭対策について トヨタ紡織 (株) 高原

8月 3日

9月29日
行政検査に関する立入り指導 民間測定機関

岡（正）

佐々木

8月24日 CS２の環境測定について フタムラ化学(株) 高原

8月26日 VOC測定方法およびサンプリング方法について 岐阜市衛生試験所 西川

10月27日
プラスチックフィルム燃焼時の発生ガス分析方法に

ついて
岐阜大学工学部

西川

高原

12月22日 清酒の異臭分析 産業技術センター
高原

大塚

H23年 2月 2日
岐阜県環境計量証明事業協会統一精度管理調査結果

報告会

岐阜県環境計量証明事業協

会

金森

佐々木

2月22日 食品中の残留農薬分析法について (株)イビデン物産
大塚

南谷

3月 7日 黄砂の高濃度日について 大垣市環境衛生課 林

3月17日 「おいしい水」に関する相談 県産業経済振興センター
西川

佐々木

3月17日 メタン濃度の経年変化について 岐阜市自然環境課 林
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4.5 来所者等への個別指導

所属機関 保健科学部 生活科学部 環境科学部 食品安全検査ｾﾝﾀｰ

県 関 係 8 4 32 5

市 町 村 0 1 9 1

そ の 他 2 0 63 2

計 10 5 104 8

※民間検査機関、製造業者等を含む。
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5 行 事
5.1 会議等

年 月 日 会 議 名 場 所 出席人数

22. 4.14

4.15

4.16

4.16

4.20

4.23

4.27

市町村等環境保全担当者打ち合わせ会議

環境行政会議

第１回試験研究機関所長会議

保健所等関係課長会議

岐阜県工業会第１回幹事会

第１回保健所長等会議

保健所等生活衛生関係担当チーフ会議

岐阜市

岐阜市

岐阜市

岐阜市

各務原市

岐阜市

岐阜市

１

２

１

４

１

１

４

5.13～14

5.20

5.20

5.21

5.21

5.25

5.26

5.25～26

5.26

5.27

5.31

5.31

C 型研究全体研究会

第１回試験研究機関部長会議

地研全国協議会東海・北陸支部総会東海ブロック総会

保健所試験検査担当チーフ会議

保健環境研究所における行政検査の実施に係る意見交換会

平成 22 年度衛生微生物技術協議会総会

厚生労働省感染症流行予測調査事業担当者会議

衛生微生物技術協議会第 31 回研究会

第 19 回環境化学討論会班長会議

保健所試験検査担当チーフ会議

岐阜県工業会第 2 回幹事会

環境月間記念講演会

つくば市

岐阜市

四日市市

岐阜市

岐阜市

鹿児島市

鹿児島市

鹿児島市

春日井市

岐阜市

各務原市

岐阜市

１

４

１

２

５

２

２

２

１

２

１

２

6. 3

6. 4

6.18

6.23

6.25

全国地衛研所長会議

全国衛生化学技術協議会理事会

地研全国協議会東海・北陸支部総会

全環研東海近畿北陸支部共同調査（酸性雨）会議

第２回保健所長等会議

東京都

東京都

津市

奈良市

岐阜市

１

１

１

１

１

7. 6

7.22

7.28

7.29

7.30

7.30

東海地区環境試験研究機関会議

岐阜県土壌・地下水汚染対策検討会

残留農薬等分析法検討会

試験研究機関所長会議

全国環境研東海近畿北陸支部役員会

薬剤耐性菌等に関する研究班打合せ会議

四日市市

岐阜市

東京都

美濃市

大阪府

武蔵村山市

１

２

２

１

１

１

8.11

8.23

第２回試験研究機関所長会議

第２回試験研究機関部長会議

岐阜市

岐阜市

１

４

9.14

9.24

地方衛研東海北陸ブロック会議

第３回保健所長等会議

名古屋市

岐阜市

１

１

10. 1

10. 6

10.14

10.18

10.26

地衛研東海北陸ブロック広域連携検討会

岐阜県工業会第４回幹事会

リサイクル認定製品付託検討会議

東海地区環境試験研究機関会議大気騒音分科会

第 61 回地方衛生研究所全国協議会総会

名古屋市

各務原市

岐阜市

静岡市

東京都

１

１

１

１

１

11. 4～ 5

11.11

11.19

11.26

地衛研東海北陸ブロック微生物部門専門家会議

全国衛生化学技術協議会総会

東海地区環境試験研究機関会議水質分科会

第４回保健所長等会議

名古屋市

神戸市

静岡市

岐阜市

１

１

２

１

12. 2

12.10

12.16

12.21

全国環境研協議会廃棄物専門部会

地方衛研東海北陸ブロック会議

平成 22 年度岐阜市精度管理員会

東海地区環境試験研究機関会議化学物質分科会

名古屋市

名古屋市

岐阜市

岐阜市

１

１

１

１

23. 1.12

1.17

岐阜県工業会第５回幹事会

東海地区環境試験研究機関会議企画運営情報分科会

各務原市

浜松市

１

１
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年 月 日 会 議 名 場 所 出席人数

1.28 第５回保健所長等会議 岐阜市 ２

2. 8

2.10

2.15

2.15

2.18

リサイクル認定製品付託検討会議

国設酸性雨・大気環境測定所担当者会議

酸性雨モニタリング（陸水）調査説明会

岐阜県工業会技術委員会

全環研東海近畿北陸支部近畿ブロック有害物質部会

岐阜市

東京都

東京都

各務原市

神戸市

１

１

１

１

１

3. 3～ 4

3. 8

3. 9

3. 9

3.11

3.17

地衛研東海北陸支部微生物部会

薬剤耐性菌等に関する研究班打合せ会議

岐阜県工業会第６回幹事会

環境省産学官モデル事業合同会議

第６回保健所長等会議

第３回試験研究機関所長会議

福井市

富山市

各務原市

東京都

岐阜市

岐阜市

４

１

１

１

１

１

5.2 研修会等

年 月 日 研 修 名 場 所 出席人数

22. 4.20～23 環境放射能分析研修(前処理等) 千葉市 １

5.11

5.27

5.27～28

微量 PCB 分析技術セミナー

水質分析セミナー

新任主査級研修

東京都

岐阜市

岐阜市

１

３

1

6.12

6.15～23

6.18

6.24～25

6.28

6.29

市民においセミナー

環境放射能分析研修

国際規制物質に関する講習会

県食品衛生監視員研修会

分析技術講演会

環境大気中におけるアスベスト測定法セミナー

大阪市

千葉市

大阪市

岐阜市

名古屋市

東京都

１

１

１

２

１

１

7. 6～ 7

7. 9

7.29

新任課長級研修

ＧＣ・ＬＣ分析基礎講座

第 3 回リン資源リサイクルシンポジウム

岐阜市

名古屋市

名古屋市

１

２

２

8. 4～ 5

8. 5

8.11

8.19

新任課長級(福祉施設体験)研修

ＩＳＯ内部環境監査員研修会

所属長研修

元素分析セミナー2010

岐阜市

岐阜市

岐阜市

岐阜市

１

１

１

１

9. 3

9. 9～12

9.13

9.17

9.27～29

東海北陸ブロック食品衛生監視員研修会

薬剤耐性菌解析機能強化技術研修会

科研費補助金公募要領等説明会

放射線取扱主任者定期講習

セレウリド定量試験研修

岐阜市

武蔵村山市

名古屋市

大阪市

名古屋市

６

１

１

１

１

10.15

10.20～21

10.28～29

10.28～29

2010 土壌地下水環境展

びわ湖環境ビジネスメッセ

下水汚泥の有効利用に関するセミナー

新任主査級研修

東京都

長浜市

金沢市

岐阜市

１

２

１

２

11. 5

11. 5

11.10～12

11.12～13

11.15～16

11.18

11.24

第 54 回岐阜県公衆衛生研修会

日本食品衛生協会公開講演会

主事級 4 年目研修

全国衛生化学技術協議会年会

第 37 回環境保全・公害防止研究発表会

第４回リン資源リサイクルシンポジウム

地方衛生研究所全国協議会自然毒部会研究発表会

大垣市

東京都

岐阜市

神戸市

さいたま市

東京都

京都市

２

１

１

３

１

１

３

12. 1

12. 2

12. 7

平成 22 年度ＨＡＣＣＰ普及推進大会

LC/MS/MS シンポジウム

平成 22 年度循環型社会形成推進研究発表会

岐阜市

豊中市

大阪市

２

１

１
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年 月 日 研 修 名 場 所 出席人数

12. 7

12. 8～10

12.14

12.14～15

12.15

ダイオネクス技術説明会

バイオセーフティ技術講習会

第 3 回環境技術研究会講演会

LC/MS/MS オペレーション研修

感染症・食中毒の疫学研修会

名古屋市

東京都

各務原市

八王子市

岐阜市

１

１

２

1

５

23. 1. 6

1.13～14

1.17

1.20～21

1.20～21

1.21

1.26～27

研究機関研究員研修会

化学物質環境実態調査環境科学セミナー

日本薬学会東海支部特別講演会

全環研東海近畿北陸支部 支部研究会

公衆衛生情報研究協議会研究会

第 56 回日本水環境学会セミナー

全国都市清掃会議研究・事例発表会

笠松町

東京都

名古屋市

名古屋市

名古屋市

東京都

岡山市

２

２

１

２

１

１

１

2. 3～ 4

2. 4

2.18

2.21

2.24～25

2.25

2.28

地衛研東海・北陸支部衛生化学部会

名古屋市環境科学研究所調査研究発表会

森林研究所成果発表会

産業総合研究所中部センター講演会

希少感染症診断技術研修会

指定薬物分析研修会

生活衛生関係技術担当者研修会

岐阜市

名古屋市

美濃市

名古屋市

東京都

東京都

東京都

８

１

１

１

２

１

１

3. 3

3. 9

3. 9

3.11

平成 22 年度岐阜県医薬品等製造販売・製造業者講習会

イオンクロマトグラフトレーニング研修

医薬品溶出セミナー

平成 22 年度放射能分析確認調査技術討論会

各務原市

名古屋市

大阪市

東京都

２

１

１

２

5.3 学会等

年 月 日 学 会 名 場 所 出席人員

22. 5.13～14 第 99 回日本食品衛生学会学術講演会 東京都 １

6.17～18

6.21～22

第 16 回地下水・土壌汚染とその防止対策に関する研究集会

第 19 回環境化学討論会

仙台市

春日井市

１

３

7.24 第 56 回東海公衆衛生学会 岐阜市 ３

8. 3

8.11

エアロゾル科学技術検討会

水環境学会中部支部 H22 年度総会・講演会

名古屋市

名古屋市

１

２

9. 3

9. 8～10

9.16～17

平成 22 年度全環研東海近畿北陸支部総会

第 51 回大気環境学会年会

第 100 回食品衛生学会学術講演会

富山県

豊中市

熊本市

１

２

１

10. 4～ 5

10. 6～ 8

10.27～28

第 33 回農薬残留分析研究会

第 20 回無機リン化学討論会

第 64 回日本公衆衛生学会総会

千葉市

仙台市

東京都

１

１

１

11. 4～ 6

11. 4～ 5

11.11～12

11.11～12

11.23

11.27

廃棄物資源循環学会研究発表会

無機マテリアル学会第 121 回学術講演会

第 31 回日本食品微生物学会学術総会

第 47 回全国衛生化学技術協議会年会、理事・幹事会

第 43 回東海薬剤師学術大会

大気環境学会中部支部講演会

金沢市

仙台市

大津市

神戸市

静岡市

岐阜市

１

１

１

３

１

４

12. 2

12. 8～10

第 52 回環境放射能調査研究成果発表会

第 83 回日本生化学会大会・第 33 回日本分子生物学会年会

合同大会

東京都

神戸市

１

１

23. 1. 8～ 9 第 22 回日本臨床微生物学会 岡山市 １

2. 1～ 2 第 39 回全国環境研協議会総会 東京都 １
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5.4 講演会等

[保健環境研究所研究成果発表会]

平成 23 年 2 月 25 日 健康科学センター(保健環境研究所）「ハイビジョンシアター」

１ MLVA 法による腸管出血性大腸菌 O157 の疫学解析

２ 最近 10 年間に実施した衛生害虫の同定検査について

３ 蜂蜜中に残留する動物用医薬品の多成分同時分析

４ 岐阜県における大気汚染物質濃度の変化

５ 岐阜県下における砒素汚染地下水の水質特性事例

特別講演（全国環境研協議会長表彰 受賞講演）
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6 検査備品及び図書等
6.1 主要検査備品

品 名 規 格 数量 購入年度 所属

リアルタイムＰＣＲ

ユニバーサル冷却遠心機

RNA自動抽出装置

バイオメディカルフリーザー

バイオメディカルフリーザー

電子天秤

マイクロ冷却遠心機

オートクレーブ

超音波洗浄装置 超音波発振器

超音波洗浄装置 超音波洗浄槽

高圧滅菌器

バイオメディカルフリーザー

感染動物飼育装置

バイオメディカルフリーザー

超低温フリーザー

超低温フリーザー

薬用保冷庫

遺伝子増幅装置

倒立顕微鏡

冷却遠心器

顕微鏡用デジタルカメラセット

CO2インキュベーター

CO2インキュベーター

遺伝子増幅装置

ゲル撮影装置

Nano Drop（ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀｰ）

冷却遠心機

オートクレーブ

オートクレーブ

インキュベーター

遺伝子基本配列入力解析装置

ハイブリダイゼーション反応恒温槽

パルスフィールド電気泳動装置

ﾊﾞｲｵｼｰﾙﾄﾞﾛｰﾀｰ（ﾏｲｸﾛ遠心機用）

ＰＣＲ装置

メディカルフリーザー

ＳＡＲＳｺﾛﾅｳｲﾙｽ検出用測定装置

冷却遠心機

感染性医療廃棄物用高圧滅菌機

ＤＮＡ解析装置一式

超低温フリーザー

遺伝子迅速検出システム

ｹﾞﾙﾄﾞｷｭﾒﾝﾃｰｼｮﾝ解析ｼｽﾃﾑ

ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｰﾄﾃﾞｰﾀ解析ｼｽﾃﾑ

遺伝子増幅装置

高速冷却遠心分離器

超低温フリーザー

ＤＮＡ一次構造解析装置

超音波洗浄装置

Applied Biosystems StepOnePlus™

クボタ ５９２２

ＱＩＡＧＥＮ ＱＩＡｃｕｂｅ

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３８Ｄ

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３８

ザルトリウス ＭＳＥ２２０３Ｐ

クボタ ３７８０

トミー ＬＳＸ－３００

日立国際電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ UO600PB-26

日立国際電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ UT-50PA

平山製作所 ＨＶ-８５

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３８

日本クレア ＦＲＰバイオ2000

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ３３８

サンヨー ＭＤＦ－３９３ＡＴ

サンヨー ＭＤＦ－５９３ＡＴ

サンヨー ＭＰＲ－４１４ＦＳ

ＢＩＯ－ＲＡＤ ｉＣｙｃｌｅｒ

オリンパス ＣＫＸ４１Ｎ－３１ＲＣ

ＫＵＢＯＴＡ ５９２２

オリンパス ＦＸ－３８０－１

サンヨー ＭＣＯ－３６ＡＩＣ

サンヨー ＭＣＯ－３６ＡＩＣ（ＵＶ）

ABI Gene Amp PCR System 9700

ＴＯＹＯＢＯ ＦＡＳ－Ⅲ

Ｎａｎｏ Ｄｒｏｐ ＮＤ－１０００

クボタ５９２２

トミー ＳＸ－３００

トミー ＳＸ－５００

サンヨー ＭＩＲ－１５３

日立 ＤＮＡＳＩＳｐｒｏ

Hitachi Software KWO-015

バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲⅢ

クボタ ＡＴ－２７３０Ｍ

バイオラッドiCycler 170-8720JA

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３７

ループアンプ ＬＡ－３２０Ｃ

クボタ ５９２２

トミー ＭＳＳ－３２５

ベックマンＣＥＱ８０００

サンヨー ＭＤＦ－１９２

東京インスツルメンツ ＤＮＡscope4他

日本バイオ・ラッド

日本バイオ・ラッド

タカラ ＴＰ３０００

日立 ＣＲ２１Ｆ

三洋電機 ＭＤＦ－１１５５ＡＴＮ他

ファルマシア

シャープ ＭＵ－６２４

１

１

２

１

１

１

１

１

１

１

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．19

Ｈ．19

Ｈ．19

Ｈ．19

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．17

Ｈ．17

Ｈ．17

Ｈ．17

Ｈ．16

Ｈ．16

Ｈ．16

Ｈ．16

Ｈ．16

Ｈ．16

Ｈ．15

Ｈ．15

Ｈ．15

Ｈ．15

Ｈ．14

Ｈ．14

Ｈ．14

Ｈ．13

Ｈ．13

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ. 10

Ｈ. 10

Ｈ. 9

Ｈ． 8

Ｈ． 8

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健
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品 名 規 格 数量 購入年度 所属

落射型蛍光顕微鏡

濃縮遠心機

ミリポリア超純水装置

超低温槽

パルスフィールド電気泳動装置

遺伝子増幅装置

微量冷却遠心機

超遠心分離器

自動分注器

超低温槽

マイクロプレートリーダー

オートダイリューター

炭酸ガス培養器

微分干渉顕微鏡

廃水処理対策ｼｽﾃﾑ付ｴﾊﾞﾎﾟﾚｰﾀｰ

液滴向流クロマトグラフ

蒸留水製造装置

超低温フリーザー

ＨＬＰＣデータ解析システム

高速液体クロマトグラフ

高速液体クロマトグラフ

旋光度計

二波長クロマトスキャナー

崩壊試験器

溶出試験器

分光光度計

マイクロプレートリーダー

真空凍結乾燥器

高分解能ガスクロマトグラフ質量

分析装置ワークステーション

メカニカル制御攪拌機

ハンディタイプ溶存酸素計

一酸化炭素メーター

ホルムアルデヒド簡易測定器

ｲｵﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ分析装置ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ

卓上型超音波洗浄器

ＩＣＰ発光分光分析装置用ｵｰﾄｻﾝ

ﾌﾟﾗｰ・ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ

ハイボリウムエアーサンプラー

高感度可燃性ガス検知器

天秤

ＶＯＣ分析計

複合ガス測定器（CO・CO2ﾓﾆﾀｰ）

誘導結合プラズマ質量分析計

Ｇｅ半導体検出器一式

ガスクロマトグラフ装置

位相差顕微鏡

低ﾊﾞｯｸｸﾞﾗﾝﾄﾞ放射能自動測定装置

Ｇｅ半導体核種分析装置

ガスクロマトグラフ（ＴＣＤ）

高速液体クロマトグラフ

オリンパス ＢＸ－６０

サーバント ＡＥＳ－１００

日本ミリポリア ＲＸ１２α

サンヨー ＭＤＦ－７９２ＡＴ

バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲ

パーキンエルマ ＰＣＲシステム 9600

トミー ＭＲＸ－１５０

日立 ＨＩＭＡＣ ＣＰ－７０Ｇ

三光純薬 ＳＧＲ－２００

サンヨー ＭＤＦ－５９０ＡＴ

バイオラッド ３５５０

三光純薬 ＳＰＲ－２

サンヨー ＭＣＯ－９６

ニコン ＸＦ－ＮＴ２１

EYELA NVC-1100 SB-1000 CCA-1100

東京理化 普及型ＤＣＣシステム

アドバンテック東洋 ＧＳＨ－５００

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５８１

日本分光

島津 ＬＣ－１０ＡＤ

アジレントＬＣ－１１００

日本分光 Ｐ－１０２０ＧＴ

島津 ＣＳ－９１０

宮本理研工業 ＨＭ－２Ｆ型

バンケル ＶＫ－７０００

日本分光 Ｖ－６５０

バイオラッド モデル６８０

アドバンテック ＶＦ－３５０

日本電子（株）ＭＳｔａｔｉｏｎＰＣ

ＩＫＡ社製 ＲＷ２０デジタル

ＨＯＲＩＢＡ製 ＯＭ－５１－１０

ＢＫ ＰＲＥＣＩＳＩＯＮ製 ６２７

新コスモス電機 ＸＰ－３０８Ｂ

日本ﾀﾞｲｵﾈｸｽ Chromeleon CM6.8

㈱エスエヌティ ＵＳ－１０８

サーモエレクトロン㈱ ＡＳＸ－２６０

シバタ ＨＶ－１０００Ｆ

新コスモス電機 ＸＰ－３１６０

ザルトリウス ＬＡ１３０Ｓ－Ｆ

島津製作所 ＶＭＦ－1000（FID式）

光明理化学工業 ＵＭ－280Ｌ

Ａｇｉｌｅｎｔ ７５００ｃｅ

セイコー ＧＥＭ２５Ｐ４

島津ＧＣ２０１４（ＦＰＤ）

ニコン ＥＣＬＩＰＳＥ８０ｉ

キャンベラ ５－ＸＬＢ

セイコー ＭＣＡ７６００

島津 ＧＣ８Ａ

島津 ＨＰＬＣ ＶＰ－１０

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

１

１

１

１

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

Ｈ． 8

Ｈ． 7

Ｈ． 7

Ｈ． 6

Ｈ． 6

Ｈ. 5

Ｈ． 5

Ｈ． 4

Ｈ． 3

Ｈ． 2

Ｈ． 1

Ｈ． 1

Ｓ．63

Ｓ．58

Ｈ．13

Ｈ．13

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ． 4

Ｈ．12

Ｈ. 10

Ｈ． 4

Ｈ． 4

Ｈ．16

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．12

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．20

Ｈ．20

Ｈ．20

Ｈ．20

Ｈ．19

Ｈ．19

Ｈ．19

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．18

Ｈ．17

Ｈ．17

Ｈ．17

Ｈ．17

Ｈ．15

Ｈ. 15

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

保健

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

生活

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境
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品 名 規 格 数量 購入年度 所属

赤外分光光度計

ガスクロマトグラフ

イオンクロマトグラフ

悪臭測定装置

いおう酸化物・粉じん自動測定記録計

冷凍遠心機

高速自動濃縮装置

ＥＣＤ検出器付ｶﾞｽｸﾛﾏﾄグラフ

メディカルフリーザー

真空低温乾燥器

大量注入装置

マルチ環境計測システム

オキシダント自動測定記録計

窒素酸化物自動測定記録計

中性子サーベイメーター

高分解能ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析装置

高速液体クロマトグラフ

ﾊｲﾎﾞﾘｳﾑｴｱｰｻﾝﾌﾟﾗｰ

ガスクロマトグラフ質量分析計

ガスクロマトグラフ質量分析計

高周波発光ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発光分光分析装置

マイクロウェーブ分解装置

冷却小型遠心機

非メタン炭化水素測定装置

ＩＭ泉効計

重油中いおう分分析装置

分取液体クロマトグラフ

マイクロプレート・ルミノメータ

メディカルフリーザ

シンチレーションサーベイメーター

悪臭測定装置

還元気化水銀測定装置

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ分取システム

風向風速計（測定車積載用）

大気汚染測定車「あおぞら」

オゾンメーター

生物発光測定器

ﾊﾟｰｼﾞﾄﾗｯﾌﾟｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計

分光光度計

ポータブルガスクロマトグラフ

煙道用窒素酸化物測定装置

一酸化炭素記録計

分光光度計

ＴＯＣ測定装置

イオンクロマトグラフ

ガスクロマトグラフ質量分析計

ガスクロマトグラフ（ＦＰＤ）

原子吸光光度計

炭化水素モニタ

アンダーセン大気用サンプラー

1/3-1ｵｸﾀｰﾌﾞ実時間分析器

日本分光 ＦＴＩＲ

日立 Ｇ３０００

島津 ＨＩＣ－ＳＰ

島津 14ＢＦＦｐ

東亜ＤＫＫ GRH-106,DUB-12

クボタ ５９３０

柴田科学 ５４１０－０３

アジレント ６８９０Ｎ

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ４４２

ヤマト科学 ＡＤＰ－２１

ＧＬサイエンス

テストー４４５

東亜ＤＫＫ ＧＵＸ－２５３

東亜ＤＫＫ ＧＬＮ－２５４

アロカ

日本電子（株） ＪＭＳ－７００

ＨＰＬＣ

柴田科学 ＨＶＣ－１０００Ｎ

ヒュレットパッカード ＨＰ６８９０

ヒュレットパッカード ＨＰ５９７３

日本ジャレルアッシュ ＩＲＩＳ－ＡＰ

マイルストーン社 MLS-1200MEGA他

コクサン Ｈ－５００ＦＲ型

島津 ＨＣＭ－４Ａ他

理研計器

理学電気 サルファＸ ＴＲ４３００９

日本ウオーターズ ４０００

アート ＪＮＲＡＢ２１００

三洋電機 ＭＤＦ－Ｕ４４２

アロカ ＴＣＳ－１６６

島津 ＧＣ－１７ＡＰＦＦｐ

マーキュリー ＩＲＡ－２Ａ

日本分光 ＰＶ－９８７

小笠原計器 Ｃ－Ｗ１０３

いすず ＫＣ－ＬＲ２３３Ｊ

東亜ＤＫＫ

アロカ ＢＬＲ－３０１

横河 ＨＰ－５９７２Ａ

日立 Ｕ－３０００

ＨＮＵ ＧＣ－３１１

島津 ＮＯＡ－７０００

堀場 ＡＰＭＡ－３５００

日立 Ｕ－２０００

島津 ＴＯＣ－５０００

横河 ＩＣ ７０００Ｓ

ヒュレットパッカード ＨＰ－5971Ａ

日立 ２６３－７０

日立 Ｚ－６１００

島津 ＨＣＭ－４Ａ

日本化学工業 ３３５１

リオン ＳＡ－２５

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

Ｈ．14

Ｈ．14

Ｈ．14

Ｈ．14

Ｈ．14

Ｈ．13

Ｈ．13

Ｈ．13

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ．12

Ｈ. 12

Ｈ．12

Ｈ．11

Ｈ．11

Ｈ. 10

Ｈ． 9

Ｈ． 9

Ｈ． 9

Ｈ． 9

Ｈ． 9

Ｈ． 9

Ｈ． 9

Ｈ． 8

Ｈ． 8

Ｈ． 8

Ｈ． 8

Ｈ． 8

Ｈ． 7

Ｈ． 7

Ｈ． 7

Ｈ． 7

Ｈ． 7

Ｈ． 5

Ｈ． 5

Ｈ． 5

Ｈ． 5

Ｈ． 5

Ｈ． 4

Ｈ． 4

Ｈ． 4

Ｈ． 4

Ｈ． 3

Ｈ． 2

Ｈ． 1

Ｓ．62

Ｓ．62

Ｓ．59

Ｓ．57

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境

環境
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品 名 規 格 数量 購入年度 所属

ガスクロマトグラフ（ＥＣＤ）

粉砕器

ガスパージ式濃縮器

分液ロート振とう器

ガスクロマトグラフタンデム質量分析計

抽出用マントルヒーター

液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌﾀﾝﾃﾞﾑ質量分析計

自動化農薬成分抽出装置

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ操作ｿﾌﾄ

冷凍庫

オートクレーブ

ガスクロマトグラフ質量分析計

ガスクロマトグラフ（ＥＣＤ）

還元気化水銀測定装置

ガスクロマトグラフ（ＥＣＤ）

ガスクロマトグラフ（ＮＰＤ）

ガスクロマトグラフ質量分析計

原子吸光分光光度計

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ(ｶｰﾊﾞﾒｲﾄ農薬測定用)

日立 １６３

㈱レッチェ グラインドミックス GM200

ＧＬサイエンス リアクティサーモ

東京理科機器 MMV-1000W

アジレント７０００B GC/MS トリプル四重極システム

㈱東京技術研究所 HKI-A-6

AB SCIEX ４０００ ＱＴｒａｐ

ＧＬサイエンス Ｇ－Ｐｒｅｐ GPC8100

島津高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ VP10 V6 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱ

ｯﾌﾟｷｯﾄ

日本フリーザー ＧＳ－５２０３ＫＨＣ

ヤマト ＳＰ２００

島津 ＧＣ／ＭＳ－２０１０

島津 ＧＣ－２０１０ ＥＣＤ

日本インスツルメント RA-3 Model3220

島津 ＧＣ－２０１０ ECD-NPD付き

アジレント ＨＰ－６８９０

ヒュレットパッカード ＨＰ５９７３

セイコー電子工業 ＳＡＳ７５００

島津 ＬＣ－１０ＡＤポストカラム

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

１

１

１

１

Ｓ．53

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．21

Ｈ．20

Ｈ．20

Ｈ．20

Ｈ．19

Ｈ．19

Ｈ．18

Ｈ．17

Ｈ．16

Ｈ．15

Ｈ．15

Ｈ．10

Ｈ． 8

Ｈ． 6

環境

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

食品

［平成 22 年度に購入した検査備品］

品 名 規 格 数量 設置場所（部)

液体クロマトグラフ溶媒選択バルブ アジレント(株 )Ｇ１３６０Ａ１２００ＬＣ用 １ 食品安全検査ｾﾝﾀｰ

6.2 新規購入図書

［雑誌］

分 類 雑 誌 名 巻 号

(邦文雑誌)

400 科学

430 化学

490 医学

518 衛生工学

放射線化学

食品衛生研究

保健医療科学

PHARM TECH JAPAN

資源環境対策

環境技術

生活衛生

全国環境研会誌

官公庁環境専門資料

53-54

60-61

59-60

26-27

46-47

39-40

54-55

35

45-46
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